
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４次日立市環境基本計画 

令和５年３月 

日立市 



日立市の環境行政の歩み 
 

１９０５（明治３８）年 日立鉱山の創業 

１９１４（大正３）年  大煙突の築造 

１９５２（昭和２７）年 日立市天気相談所が日立鉱山神峰観測所を引き継ぎ観測業務を開始 

１９７２（昭和４７）年 環境を守る日立市民会議発足 

１９７４（昭和４９）年 日立市環境をまもる基本条例制定 

１９７５（昭和５０）年 日立市公害防止条例全面改正 

１９９０（平成２）年  環境を守る日立市民会議を環境を創る日立市民会議に改称 

市民環境展を開催（その後、ひたち環境フェア、ひたち環境都市フェスタに名称を変更） 

１９９４（平成６）年  日立市空き缶等の散乱の防止に関する条例制定 

１９９８（平成１０）年 日立市飼い犬のふん害の防止に関する条例制定 

１９９９（平成１１）年 日立市環境基本条例制定 

２０００（平成１２）年 日立市環境基本計画策定 

２００５（平成１７）年 日立市環境都市宣言 

２００６（平成１８）年 日立市環境教育活動支援事業開始 

２００７（平成１９）年 日立市落書きの防止に関する条例制定 

２００８（平成２０）年 鞍掛山さくらの山づくり整備活動開始 

２００９（平成２１）年 日立市太陽光発電システム普及促進事業開始 

久慈川菜の花エコネットワーク事業開始 

２０１２（平成２４）年 市役所において電気自動車急速充電器の運用開始 

ひたち環境都市フェスタをエコフェスひたちに改称して開催 

日立市天気相談所開設６０周年 

２０１３（平成２５）年 第２次日立市環境基本計画（含 日立市地球温暖化対策実行計画（区域施策編））策定 

２０１６（平成２８）年 日立市新エネルギー機器普及促進事業開始 

日立市太陽光発電施設の適正導入ガイドライン施行 

日立市環境教育活動支援１０周年記念事業開催 

２０１７（平成２９）年 日立市新エネルギービジョン策定 

２０１８（平成３０）年 第３次日立市環境基本計画（含 第２次日立市地球温暖化対策実行計画（区域施策編））策定 

２０２０（令和２）年  ひたちこどもエコクラブ創設 

２０２２（令和４）年  ゼロカーボンシティひたちを表明 

日立市太陽光発電設備の適正な設置及び管理等に関する条例の施行 

日立市天気相談所開設７０周年



 

 

 

は じ め に 
 

本市は、東に青く輝く太平洋、西に四季折々の彩りを見せる阿武隈

山系の山々に挟まれ、豊かな自然と美しい景観を持ち、四季を通じて

とても過ごしやすいまちです。 

この豊かな自然環境と景観、そして環境への思いを引き継いでいく

ため、平成12年に「日立市環境基本計画」を策定し、環境の保全及び

創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、平成17年

には「環境都市・日立」を宣言しました。 

その後、私たちを取り巻く環境は大きく変化し、地球温暖化の進行

に伴う気候変動による豪雨災害等の激甚化・頻発化や生物多様性の危

機、さらにはプラスチックごみによる海洋汚染など地球規模の環境問 

題に直面しております。 

こうした中、国連による「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に向けた取組や、ＣＯＰ（国

連気候変動枠組条約締結国会議）において気候変動に関する「パリ協定」が採択されるなど、地球

規模で環境問題に取り組む意識が高まっており、我が国においても平成30年に気候変動適応計画が

公布され、令和２年に2050年カーボンニュートラルが宣言されるなど、環境を取り巻く社会情勢は

大きな転換期を迎えております。 

本市においても、こうした社会の潮流をとらえ、環境問題に取り組むべく、環境都市宣言に新た

な命を吹き込み、その取組を一層推進する決意を新たにするため、令和４年に「ゼロカーボンシテ

ィひたち」を表明するとともに、今般、今後８年間における本市の環境行政の指針となる総合的な

計画として、「第４次日立市環境基本計画」を策定いたしました。 

本計画は、令和４年４月にスタートした「日立市総合計画」の環境分野をより具体化する計画と

し、自然と調和したまちを目指すため、「地球温暖化による気候変動」や「生態系のバランスが崩

れることによる生物多様性の喪失」「ライフスタイルの変化によるごみ処理体制の再構築の必要性」

など、地球規模のものから身近な地域の環境問題を総合的に捉えたものとなっております。 

また、脱炭素の取組をより一層推進し、「ゼロカーボンシティひたち」を実現するため、本計画

にこれまで包含されていた「日立市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を「ひたちゼロカー

ボンシティビジョン」として本計画から切り分け、脱炭素に特化した計画として新たに策定いたし

ました。 

環境を守り、育んでいくためには「過去に学び、今に努力し、未来につなぐ」取組が重要です。

本市といたしましては「日立市環境基本計画」と「ひたちゼロカーボンシティビジョン」を車の両

輪とし、ひたちらしさをいかした取組により、市民・事業者・市が連携・協働して、環境の保全と

創造に関する施策を積極的に進めてまいりますので、皆様のご協力をお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたり、アンケートやパブリックコメントに御協力をいただきました市

民の皆様、事業者の皆様、また、答申書を提出いただいた日立市環境審議会委員の皆様に、心から

御礼申し上げます。 

 

 

 
日立市長 

令和５年３月 



 

 

 

 
－うるおいが活力を生むまち－ 

 

 

日立市は、朝日立ち昇る太平洋とみどりの阿武隈山地に囲まれた、四季の彩り美しい近

代産業のまちです。 

かつて、鉱山の煙害や河川の汚濁など深刻な公害問題に直面した時代がありましたが、

大煙突建設、大島桜の植栽、下水道整備に見られるように市民、企業、行政が協力し、問題

を解決してきた誇らしい歴史を持っています。 

しかし近年、私たちは、ごみ問題、生態系破壊、地球温暖化、オゾン層破壊など、新しく困

難な問題を抱えることになってしまいました。 

これら環境問題の最大の被害者は、これから後の世代です。将来の市民に対し、環境と活

力の調和した、持続可能な社会を創ることが、今に生きる私たちの使命です。 

私たちは、今こそ先人の偉業に学び、協力して問題に取り組み、「いのち」の共生するこの

環境を未来に引き継ぐことを決意して、ここに「環境都市・日立」を宣言します。 

 

１ 私たちは、山・川・海など恵み多い自然と共に生きられるよう、この自然環境をまもり、育

てていきます。 

１ 私たちは、地球環境にやさしい循環型社会を創るため、一人ひとりが、省資源、省エネル

ギー、リサイクルに心がけた生活をおくります。 

１ 私たちは、環境の歴史的シンボルである「さくら」を愛し、美しく快適なまちを創ります。 

１ 私たちは、ものづくりの精神を活かし、環境にやさしい技術の開発や活用に努めます。 

１ 私たちは、一人ひとりが、学び、考え、行動し、市民・企業・行政のパートナーシップでより

良い環境を創っていきます。 

 

平成１７年３月２５日 

日立市 
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タイトル 掲載ページ 

暑さ指数（ＷＢＧＴ）とは ３２ 

茨城県北ロングトレイルとは ４７ 

汚れた水をきれいにするために必要な水の量 ５１ 

典型７公害とは ５５ 

ごみ減らし４Ｒ運動 ６３ 

食品ロスとは ６５ 

本文中に※がついている単語は、資料編の用語解説（１０８ページ～１１３ページ）にて、解

説を記載しています。 
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第１章 計画の基本的事項 
 

 

１ 計画策定の背景と目的 

（１）地球温暖化に対する国内外の動き 

近年、地球温暖化の進行による平均気温の上昇や、氷河の融解、海面水位の変化、洪水や干ばつ、生

態系※や食糧生産、健康面への影響が生じるなど、気候変動への対策は、喫緊の課題となっています。

こうした問題は、地球規模で発生しており、地球温暖化の原因と考えられている二酸化炭素をはじめ

とした温室効果ガス※排出量を削減する目的で、脱炭素化に向けた動きが世界的に広まっています。 

我が国においても２０２０（令和２）年に「２０５０年カーボンニュートラル※」を目指すことを宣言し、脱

炭素化に向けた動きが加速しており、環境を取り巻く社会情勢は大きな変革期を迎えています。 

 

（２）持続可能な社会の実現への動き 

２０１５（平成２７）年９月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のため

の２０３０アジェンダ」に記載されている国際目標である「ＳＤＧｓ：Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ 

Ｇｏａｌｓ（持続可能な開発目標）」達成に向け、持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための

動きが加速しています。 

 

（３）日立市の動き 

日立市（以下、本市という。）はこれまで、市民、事業者、市が一丸となって公害問題や環境に関する施

策を推進してきましたが、更なる連携・協力を図り、良好な環境を創造する社会を目指すために、１９９９

（平成１１）年に、「日立市環境基本条例」（以下、基本条例という。）を制定し、２０００（平成１２）年には、

基本条例に基づき、本市における環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ため、「日立市環境基本計画」を策定しました。 

本市では、２００５（平成１７）年に環境を未来に引き継ぐことの決意表明として、「環境都市・日立」を

宣言し、各種施策を推進してきましたが、今般の状況を踏まえ、この環境都市宣言に新たな命を吹き

込み、その取組を一層推進する決意を新たにするため、２０２２（令和４）年に「ゼロカーボンシティひた

ち」を表明し、２０５０年までに「温室効果ガス排出量実質ゼロ」に挑戦

することを宣言しました。 

 

（４）策定について 

２０１８（平成３０）年に策定した、第３次日立市環境基本計画（含第２

次日立市地球温暖化対策実行計画（区域施策編））（以下、第３次計画と

いう。）では、地球温暖化対策等の施策に取り組んできましたが、第３次

計画が、２０２２（令和４）年度末をもって終了することから、脱炭素化の

動きやＳＤＧｓなど社会情勢の変化を踏まえ、「第４次日立市環境基本

計画」（以下、本計画という。）を策定しました。  

計画の基本的事項 第１章 

１ 計画策定の背景と目的 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、基本条例第８条の規定に基づき策定するもので、上位計画である「日立市総合計画」の環

境分野の施策との整合を図り、環境の保全及び創造に関する施策は本計画に沿って推進します。 

第３次計画に包含されていた地球温暖化対策実行計画（区域施策編）については、脱炭素化に向け

てより具体的に取り組むため、「ひたちゼロカーボンシティビジョン【第３次地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）】」として計画を別に策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国際目標との関連フロー 

国や県の法律・条例・計画との関連フロー 

本市の条例・計画との関連フロー 

２ 計画の位置付け 
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　第2次日立市地球温暖化対策実行計画(区域施策編)

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

2031
年度

2026
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

日立市エコオフィスプラン（第4期）

ひたちゼロカーボンシティビジョン

第3次日立市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）
次期

計画

次期

計画

日立市総合計画前計画

第3次日立市

環境基本計画 第4次日立市環境基本計画
次期

計画

環境分野 対象となる範囲

地球環境
　グローバルな視点に立った地球全体の環境
　（地球温暖化（自然災害・健康含む）、再生可能エネルギー、省エネルギーなど）

自然環境 　動植物や生態系に係る環境（動植物、自然保全、生物多様性など）

快適環境 　快適な生活空間に係る環境（都市基盤、都市景観、環境美化など）

生活環境 　日常の生活活動に係る環境（大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、放射性物質など）

資源環境 　ごみ、資源リサイクル、廃棄物など

環境教育等 　環境教育、環境学習、環境保全活動、環境情報など

３ 計画の期間 

本計画の期間は、国の「地球温暖化対策計画※」において、２０３０（令和１２）年度に温室効果ガス４６％

削減を目指すこととなったことを踏まえ、２０２３（令和５）年度から２０３０（令和１２）年度までの８年間

とします。ただし、目標の達成状況や、環境問題・環境行政を取り巻く国内外の情勢、社会経済情勢等

が大きく変化し、本計画との整合が図れなくなった場合は、適宜見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の対象 

本計画の対象地域は本市全域とし、国、県、他自治体との連携にも配慮します。 

また、本計画で対象とする環境分野の対象範囲は、以下の６分野とし、地球規模の環境問題から身

近な地域の環境問題までを総合的に捉えていきます。 

  

３ 計画の期間 

４ 計画の対象 

 

令和 3 年度 

（2021） 

令和 4 年度 

（2022） 

令和 5 年度 

（2023） 

令和 6 年度 

（2024） 

令和 7 年度 

（2025） 

令和 8 年度 

（2026） 

令和 9 年度 

（2027） 

令和 10 年度 

（2028） 

令和 11 年度 

（2029） 

令和 12 年度 

（2030） 

令和 13 年度 

（2031） 
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５ 計画の担い手と役割 

市民、事業者、市がそれぞれの役割を果たすことに加え、各主体が連携・協働して本計画の取組を推

進していくことが重要です。また、各主体が環境への意識や責任感を持ち、環境保全のために行動して

いくことが求められます。 

 

 

市民は、地域環境だけでなく地球規模の環境の保全と創造を担う役割を持つことを理解し、生涯

学習※に参加するなど、環境への関心を常に高めるとともに、日常生活において、省エネルギー※・省

資源※など環境への負荷が少ない生活の実践に努めます。 

また、市が実施する環境施策や事業に積極的に参加・協力することが望まれます。 

 

 

 

事業者は、事業のあらゆる段階において、環境に配慮した活動を意識し、公害の防止、環境保全

や安全性の確保、環境にやさしい商品の開発や環境保全技術の向上に努め、省エネルギー・省資

源など環境への負荷の少ない事業活動に努めるとともに、環境産業分野への積極的な参入など、

持続可能な社会※の発展に貢献します。 

また、地域住民や市と協力しながら良好な環境の保全と創造に積極的に取り組み、市が実施す

る環境施策や事業に協力します。 

 

 

 

市は、良好な環境の保全と創造に向けて、本計画に示した各施策を展開するとともに、自身の

事務事業において率先して環境配慮に努めます。 

また、森林・緑地・水辺等の自然環境を適正に保ち、人の健康を保護することなどを目的に、市

民、事業者及び他自治体とも連携を図りながら、環境情報の提供や環境活動の支援、環境保全に

関する基盤づくりを行い、持続可能な社会の構築を図ります。 

 

 

市 民 

事業者 

市 

5 計画の担い手と役割 
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第２章 環境の特性と現況 
 

 

１ 国内外の動向 

（１）ＳＤＧｓについて 

ＳＤＧｓ（Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ：持続可能な開発目標）は、「誰一人取り残さない 

（ｌｅａｖｅ ｎｏ ｏｎｅ ｂｅｈｉｎｄ）」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標であり、２０１５

（平成２７）年の国連サミットにおいて全ての加盟国が合意した「持続可能な開発のための２０３０アジ

ェンダ」の中で掲げられました。２０３０（令和１２）年を達成年限とし、１７のゴールと１６９のターゲット

から構成されています。 

１７のゴールは、①貧困や飢餓、教育など未だに解決を見ない社会面の開発アジェンダ、②エネルギ

ーや資源の有効活用、働き方の改善、不平等の解消などすべての国が持続可能な形で経済成長を目

指す経済アジェンダ、③地球環境や気候変動など地球規模で取り組むべき環境アジェンダといった世

界が直面する課題を網羅的に示しており、ＳＤＧｓは、これら社会、経済、環境の３側面から捉えること

のできる１７のゴールを、統合的に解決しながら持続可能なよりよい未来を築くことを目標としていま

す。 

そして、ＳＤＧｓを達成するには、各国政府による取組だけでなく、事業者や地方自治体、市民社会を

含めたすべての人の行動が必要であり、ＳＤＧｓの達成は一人一人の行動に委ねられています。 

  

１ 国内外の動向 

出典：国際連合広報センターホームページ 

環境の特性と現況 第２章 
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（２）地球温暖化対策の動向 

ア 国際的な動向 

世界の温室効果ガス排出削減については、１９９２（平成４）年に採択された国連気候変動枠組条約

に基づき、国連気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ※）において議論が行われてきました。 

しかし、この条約では、先進国と開発途上国で条約上の義務等に差異を設け、先進国にしか削減義

務が課されなかったこともあり、開発途上国の温室効果ガス排出量が急増し、先進国よりも開発途上

国のほうが温室効果ガスを多く排出する結果となりました。 

こうした状況を打開するため、全ての国が参加する公平かつ実効的な枠組みとして２０１５（平成２７）

年１２月にパリで開催されたＣＯＰ２１においてパリ協定が採択されました。パリ協定では「産業革命前

からの世界の平均気温上昇を２℃未満に抑える」という目標が設定され、そのための施策として、全て

の国に削減目標の提出及び状況報告が義務付けられました。 

そして２０２１（令和３）年１０月、英国グラスゴーでＣＯＰ２６が開催され、「産業革命前からの気温上

昇を１．５℃に抑える努力を追求」「必要に応じて２０２２年末までに２０３０年の削減目標を再検討」な

どが合意され、最新の科学的知見に依拠しつつ、今世紀半ばでの温室効果ガス実質排出ゼロ及びその

経過点である２０３０（令和１２）年に向けて野心的な「緩和策」及び更なる「適応策」を締約国に求める

内容となっています。特にこの１０年における行動を加速させる必要があることが強調されています。 

緩和策と適応策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：気候変動適応情報プラットフォーム 
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イ 国内の動向 

２０２０（令和２）年１０月、我が国は、２０５０（令和３２）年までに、温室効果ガスの排出を全体として

ゼロにする、すなわち、２０５０年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しまし

た。翌２０２１（令和３）年４月、地球温暖化対策推進本部において、２０３０（令和１２）年度の温室効果ガ

スの削減目標を２０１３（平成２５）年度比４６％削減することとし、さらに、５０％の高みに向けて、挑戦

を続けていく旨が公表されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、２０２１（令和３）年６月に国民・生活者目線での実現に向けた「地域脱炭素ロードマップ」が策

定され、地域の豊富な再生可能エネルギー※ポテンシャルを最大限活用して２０５０（令和３２）年脱炭

素と、経済活性化、防災等の地域課題の同時解決を目指した取り組みの方向性が掲げられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  脱炭素ロードマップの概要イメージ 

出典：脱炭素地域づくり支援サイト（環境省） 

日本の温室効果ガス削減の中期目標と長期目標の推移イメージ 

出典：環境省 
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さらに、地球温暖化対策の推進に関する法律では、２０５０（令和３２）年までの脱炭素社会の実現を

基本理念として法律に位置づけ、地方公共団体実行計画（区域施策編）に関する施策目標の追加や、地

域脱炭素化促進事業に関する規定が新たに追加されました。政策の方向性や継続性を明確に示すこ

とで、国民、地方公共団体、事業者等に対し予見可能性を与え、取組やイノベーション※を促すことを狙

い、さらに、市町村においても地方公共団体実行計画（区域施策編）を策定するよう努めるものとされ

ました。 

「２０５０年までの二酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指す地方公共団体、いわゆるゼロカーボンシティ

は、２０１９（令和元）年９月時点ではわずか４地方公共団体でしたが、２０２３（令和５）年２月末時点に

おいては８７１地方公共団体と加速度的に増加しています。なお、表明地方公共団体の人口を、都道府

県と市町村の重複を除外して合計すると、１億２，４５５万人を超える計算になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他に、気候変動への適応を推進することを目的として、２０１８（平成３０）年６月に「気候変動適応法」

が公布され、我が国における適応策が初めて法的に位置づけられることとなり、国、地方公共団体、事

業者、国民が連携・協力して適応策を推進するための枠組みが整備されました。 

そして、気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、２０１８（平成３０）年１１

月に気候変動適応法第８条に基づき「気候変動適応計画」が策定され、２０２１（令和３）年１０月には計

画の改定が行われました。改定内容としては、防災、安全保障、農業、健康等の幅広い分野で適応策を

拡充するとともに、「重大性」「緊急性」「確信度」に応じた適応策の特徴を考慮した「適応策の基本的考

え方」などが追加されました。 

  

：都道府県表明済 

1 億 2,455 万人 

871 自治体 

7,883 万人 

166 自治体 

■自治体人口・数の推移 

1,956 万人 

4 自治体 

(万人) (団体数) 

二酸化炭素排出量実質ゼロ表明自治体 
出典：環境省 
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（３）第五次環境基本計画 

国では、２０１８（平成３０）年４月に「第五次環境基本計画」が閣議決定され、目指すべき社会の姿と

して、「地域循環共生圏※」の創造、「世界の範となる日本」の確立、これらを通じた、持続可能な循環共

生型の社会（「環境・生命文明社会」）の実現が掲げられました。 

また、ＳＤＧｓの考え方を活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化していくというアプローチ

とともに、分野横断的な６つの重点戦略（経済、国土、地域、暮らし、技術、国際）が示されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）プラスチックごみ問題への対応 

プラスチックごみについては、不適正な処理のため世界全体で年間数百万トンが陸上から海洋への

流出があると推計され、このままでは、２０５０（令和３２）年までに海のプラスチック量が魚の重量を上

回ることが予測されるなど、地球規模での環境汚染が懸念されています。 

国では、資源・廃棄物制約、海洋プラスチックごみ問題、地球温暖化、アジア各国による廃棄物の輸

入規制等の幅広い課題に対応するため、３Ｒ＋Ｒｅｎｅｗａｂｌｅ（再生可能資源への代替）を基本原則と

したプラスチックの資源循環を総合的に推進するための戦略「プラスチック資源循環戦略」を、２０１９

（令和元）年５月に策定しました。同戦略では、２０３０（令和１２）年までに、ワンウェイのプラスチック

（容器包装等）を累積で２５％排出抑制するよう目指すことなどが位置づけられています。 

また、２０２１（令和３）年６月には、プラスチ

ック使用製品の設計からプラスチック使用製

品廃棄物の処理まで、プラスチックのライフサ

イクルに関わるあらゆる主体におけるプラス

チックの資源循環の取組を促進するための措

置を盛り込んだ「プラスチックに係る資源循

環の促進等に関する法律」が成立し、２０２２

（令和４）年４月に施行されました。  出典：環境省 

地域循環型共生圏のイメージ図 
出典：環境省 
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（５）情報通信技術（ＩＣＴ）の急速な進展 

ＩＣＴ※については、近年急速に技術革新が進んでおり、国ではサイバー（仮想）空間とフィジカル（現

実）空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、新たな社会

「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０」を、狩猟社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ１．０）、農耕社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ２．０）、工業社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ３．０）、

情報社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ４．０）に続く、目指すべき未来社会の姿として「第５期科学技術基本計画」におい

て提唱しました。 

環境分野においても、モノのインターネット（ＩｏＴ※）による様々なデータの収集・蓄積や、人工知能（Ａ

Ｉ※）の活用による現状把握及び将来推計・予測等が可能となってきており、ソーシャル・ネットワーキン

グ・サービス（ＳＮＳ※）が、コミュニケーションツールとしてだけでなく、災害時においては重要な情報源

として利用されるなど、様々な活用に発展しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）新型コロナウイルス感染症 

新型コロナウイルス感染症については、２０２０（令和２）年１月に国内初の感染者が確認された後、

感染が拡大し、２０２０（令和２）年４月には「緊急事態宣言」が発出され、２０２０（令和２）年５月には新

型コロナウイルス感染症専門家会議からの提言を踏まえ、厚生労働省から「新しい生活様式」の実践例

が示されるなど、生活や経済へ大きな影響を及ぼしました。 

環境分野に関わる影響としては、感染拡大に伴う経済活動の停滞による二酸化炭素排出量の減少

など、一時的な環境負荷の低減が報告されているほか、社会状況や生活様式の変容によるごみの排

出量の変化や、オープンスペース※としての身近な公園緑地の再評価など、様々な変化が生じてきて

います。 

今後の経済回復のあり方については、脱炭素社会への転換に貢献する「グリーンリカバリー※」の議

論が欧州連合（ＥＵ）を中心に始まっており、日本においても考えが広まりつつあります。 

  

出典：内閣府 
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２ 地域の特性 

（１）本市の沿革 

本市は、茨城県の北東部に位置し、北は高萩市、西は常陸太田市、南は久慈川を挟んで東海村と接

し、東は太平洋に面しており、北西部は阿武隈山地の支脈である多賀山地が連なり、面積は２２５．７３

ｋｍ２を有しています。南北に長い市域を縦貫するＪＲ常磐線、国道６号、国道２４５号、常磐自動車道な

どを軸とした交通ネットワークが整備され、東京圏からのアクセスも良く、交通条件に恵まれており、

水戸市、つくば市に次いで、県内３番目の人口を有し、市中心部に世界的な企業などの工場群が広が

る国内有数の工業都市として発展してきました。 

人口や都市機能、産業の集積を背景として、周辺自治体から本市へ、２万人を越える人々が通勤・通

学する茨城県北部の中心都市となっており、電気、機械、非鉄金属、金属製品などが基幹産業です。さ

らに、北関東の海の玄関口として茨城港日立港区を有しており、日立ＬＮＧ※（液化天然ガス）基地の稼

働に伴い、首都圏を支える重要なエネルギー供給拠点となっています。 

 

 
  

日立市

那珂市 東海村

高萩市

常陸太田市

福島県

栃木県

埼玉県

東京都 千葉県

茨城県

0 20km

２ 地域の特性 
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田畑

6.6%

宅地

15.3%

池沼

0.1%

山林

60.3%

原野

1.2%

牧場

0.2%

雑種地

7.0%

その他

9.3%

（２）自然的特性 

ア 地形 

本市の地形は、東側の太平洋と西側の多賀山地に挟まれ南北に細長く伸びており、常磐海岸台地、

多賀山地、久慈川下流低地、十王川扇状地、里川の谷に大別され、海岸線に沿った地域が可住地とな

っています。 

市域全体の６０．３％（１３６．１㎢）を山林が占めており、次いで宅地１５．３％（３４．４５㎢）、雑種地７．０％

（１５．８５㎢）、田畑６．６％（１４．９９㎢）、原野１．２％（２．６５㎢）、牧場０．２％（０．４２㎢）、池沼０．１％

（０．３２㎢）、その他９．３％（２０．９３㎢）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 気象等 

（ア）特徴 

本市は、海と山に挟まれた地形により、夏は涼しく、冬は温暖で、四季を通じて寒暖差の少

ない、暮らしやすい気候となっています。 

また、台風などによる自然災害も比較的

少ないという特徴があります。 

市全域にわたり、海、山、川などの豊かな

自然が織りなす美しい景観が広がり、野鳥

や昆虫も含め、海辺の生物や川に住む生き

物にも、身近な生活の場で接することがで

きます。 

海の自然と山の自然が共存する環境と気

候の特徴をいかした農業や漁業が行われて

います。  

地目別面積（２０２２（令和４）年１月１日現在） 
出典：日立市資産税課 

古房地公園 



 

13 
 

第 

１ 

章 

第 

２ 

章 

第 

３ 

章 

第 

４ 

章 

第 

５ 

章 

資 

料 

編 
 

（イ）他都市との比較 

本市と関東地方の都市の真夏日（日最高気温が３０℃以上）の日数等を比較すると本市は 

２６．５日なのに対し、関東南部の東京、横浜、千葉、北部内陸部の宇都宮などは５０日前後、茨

城県内の水戸、つくばは４０日前後と、本市の真夏日の日数は東京の約半分、水戸よりも１０

日少なくなっています。 

猛暑日（日最高気温が３５℃以上）の日数も、本市は年間に１日ですが、水戸で３日、東京や

宇都宮は５日前後と本市の猛暑日の日数は他地域に比べ少なくなっています。 

冬日（日最低気温が０℃未満）の日数は関東南部と比べると２倍ほど多くなっていますが、

宇都宮や水戸、つくばと比較すると４０％近く少なくなっており、北に位置しているため、関東

南部よりは寒い日が多いものの、海に面しているため、内陸部ほど冷えることは少なく、気温

の変動が少ないことがわかります。 

 

真夏日・猛暑日・冬日の比較 

都市 真夏日 猛暑日 冬日 

日立 ２６．５日 １．１日 ３９．０日 

東京 ５２．１日 ４．８日 １５．２日 

横浜 ４８．８日 ２．０日 ３．８日 

千葉 ４９．１日 ２．２日 ５．７日 

宇都宮 ４９．６日 ５．９日 ７２．９日 

水戸 ３８．０日 ３．１日 ６９．０日 

つくば ４３．６日 ４．１日 ８０．３日 

 

  

※数値は全て平年値（１９９１年～２０２０年） 

神峰山山頂から見た日の出 
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8

10

12

14

16

18

20

22

1953 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2021

（℃）

（年）

年平均気温 最高気温(年平均値) 最低気温(年平均値)

（ウ）年平均気温・最高気温・最低気温 

市役所観測所における年平均気温、最高気温（年平均）、最低気温（年平均）については、年ごとの変

動は大きいものの、長期的な視点では、それぞれに上昇傾向が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）真夏日と冬日 

真夏日（日最高気温が３０℃以上）の日数については、年ごとに増減を繰り返しながら、長期的な視

点では、増加傾向が見られます。一方、冬日（日最低気温が０℃未満）の日数については、年ごとに増減

を繰り返しながら、長期的な視点では、減少傾向が見られます。 

 

 

 

 

 

 

  

年平均・最高気温・最低気温の経年変化（１９５３（昭和２８）年～２０２１（令和３）年） 

出典：日立市天気相談所（市役所観測所） 

真夏日と冬日日数の経年変化（１９５３（昭和２８）年～２０２１（令和３）年） 

出典：日立市天気相談所（市役所観測所） 
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1953 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2021

（mm）

（年）
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50

100

150

200
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1953 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2021

（mm）

（年）

日最大 時間最大

（オ）降水量 

１年間の合計降水量については、観測年によりばらつきがあり、これまでの最大は１，９８９ｍｍ（１９９１

（平成１８）年）、最小は８４４ｍｍ（１９８４（昭和５９）年）となっています。長期的な視点では、大きな変

化は見られません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１日の合計降水量のこれまでの最大は２５５．５ｍｍ（１９６６（昭和４１）年）、１時間の合計降水量のこ

れまでの最大は８８ｍｍ（１９９９（平成１１）年）となっています。年により台風の影響などで増減を繰り

返していますが、長期的な視点では、大きな変化は見られません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年間降水量の経年変化（1953（昭和 28）年～202１（令和３）年） 

出典：日立市天気相談所（市役所観測所） 

日最大降水量、時間最大降水量の経年変化（1953（昭和28）年～202１（令和３）年） 

出典：日立市天気相談所（市役所観測所） 
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（カ）日立市天気相談所 

日立市天気相談所は、日立市役所４階に事務所を構え、気象業務法上の天気予報業務許可を取得し、

市内の天気・気象に関する業務を取り扱っています。この許可を取得している地方自治体は、全国で

本市と広島県広島市の２団体だけであり、市役所に気象予報士が所属し、独自の天気予報を行ってい

るのは、本市のみとなっています。 

日立鉱山が、煙害対策のために神峰山頂に設置した気象観測所を、中央気象台（現在の気象庁）の

存続要望を受けて本市が引き継ぎ、１９５２（昭和２７）年６月１日に全国初の市営天気相談所として開

設したのが始まりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市内７つの観測所                    天気相談所の様子 

 

１９０９（明治４２）年 日立鉱山が大雄院で煙害対策のため気象観測を開始 

１９１０（明治４３）年 神峰山に気象観測所設置 

１９１４（大正３）年  大煙突完成（使用開始は１９１５（大正４）年３月１日） 

１９５１（昭和２６）年 日立鉱山の硫酸工場完成（煙害の原因物質除去ができる） 

１９５２（昭和２７）年 観測所の日立市への移管（日立市天気相談所誕生） 

１９５３（昭和２８）年 予報業務許可第２号取得 

天気相談所の歴史 

 
気象庁より天気予報を行うため

の許可を取得（許可番号第２号）し
ています。 
日立市を対象とした明後日まで

の天気予報を１日２回、午前９時と
午後４時（休日は正午）に発表して
います。 

天気予報 

これらの情報は電話、ホームページ、ケーブルテレビ、ＳＮＳ、防災行政無線などで 
お知らせするほか、市の防災対応のための情報として活用されています。 

 
観測機器による自動観測を市内

７箇所で実施するとともに、目視に
よる観測を行っています。 
「晴れ」や「曇り」など目視でない

と観測できない天気や気象現象を
観測しており、６５年以上にわたる
毎日の記録が蓄積されています。 

気象観測 
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（３）社会的特性 

ア 人口・世帯 

１９３９（昭和１４）年に日立町と助川町が合併し、本市が発足しました。当時の人口は８２，８８５人

〔１９４０（昭和１５）年〕でしたが、その後、１９５５（昭和３０）年と１９５６（昭和３１）年に周辺町村との編

入合併があり、１９６０（昭和３５）年には人口１６１，２２６人となりました。その後は、経済成長ととも

に増加傾向を示し、１９８５（昭和６０）年には２０６，０７４人となりましたが、以降は、減少傾向を示し

ており、２０２０（令和２）年には１７４，５０８人となっています。 

世帯数については、２０１５（平成２７）年までは増加傾向を示していましたが、２０２０（令和２）年は減

少に転じ、７７，９１１世帯となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本市の人口・世帯数の推移 

出典：日立市統計常住人口 
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イ 交通 

（ア）鉄道 

市内には、東日本旅客鉄道（ＪＲ東日本）常磐線の駅が５駅あります。乗車人数は各駅とも年々減少

傾向にあり、２０２１（令和３）年度現在で、日立駅８，２１３人、大甕駅７，５５５人、常陸多賀駅５，２０２人、

十王駅２，４７９人、小木津駅１，９３４人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）ひたちＢＲＴ 

ひたちＢＲＴとは、日立電鉄線跡地を活用した、定時性、速達性に優れたバス高速輸送システム（Ｂｕｓ

Ｒａｐｉｄ Ｔｒａｎｓｉｔ）のことで、２００５（平成１７）年に廃線になった日立電鉄線が、ひたちＢＲＴに生まれ

変わり、２０１３（平成２５）年３月には、第Ⅰ期区間として、道の駅日立おさかなセンターから大甕駅東

口まで、２０１８（平成３０）年３月には、一般道を経由する先行運行として常陸多賀駅までの運行を開

始しました。 

また、２０１９（平成３１）年４月には大甕駅西口を経由する本格運行を開始し、道の駅日立おさかなセ

ンターから常陸多賀駅までの大部分がバス専用道路で繋がりました。 

今後は第Ⅲ期の運行ルートとして、常陸多賀駅から日立駅までの延伸を予定しており、鉄道とひた

ちＢＲＴの交通結節点となる常陸多賀駅周辺での「都市の拠点としての市街地の再生」と「交通結節点

としての機能強化」に向けた整備や運行ルート沿線でのまちづくりを推進しています。 

 

 

 

 

 

 

  

ＪＲ東日本市内各駅１日平均乗車人数（年度別） 
出典：ＪＲ東日本 

海をモチーフにしたブルーラピッド 桜のデザインのサクララピッド 
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ウ 産業 

本市の産業別従業者は、製造業が一番多く２６，４３３人（２９．８％）、次いで卸売業、小売業１２，３２９

人（１３．９％）、医療、福祉９，０５１人（１０．２％）となっています。また、事業所数は、卸売業、小売業

１，６９３事業所（２４．６％）、宿泊業、飲食サービス業９８８事業所（１４．４％）、生活関連サービス業、娯

楽業７８１事業所（１１．４％）、建設業６９３（１０．１％）、製造業６８０（９．９％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、産業種別事業所数・従業者の推移を見ると、やや減少傾向にあり、２０１６（平成２８）年の事業

所数に着目して見ると、第一次産業が１１事業所（０．２％）、第二次産業が１，３８０事業所（２０．０％）、

第三次産業が５，４８２事業所（７９．８％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本市の産業別・従業者規模別事業所数及び従業者数（２０１６（平成２８）年６月現在） 

出典：工業統計調査（経済産業省） 

本市の産業中分類別事業所数及び従業者数（民営） 

出典：工業統計調査（経済産業省） 
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（ア）工業 

製造品出荷額については、２０１５（平成２７）年に１２３，７３４千万円を記録しましたが、その後の直

近４年間は、ほぼ同額となっており、２０１９（令和元）年時点で１０４，２０４千万円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）鉱業 

本市の産業は、多賀山地から銅、石灰石、その他の鉱物資源が産出され、銅の精錬を主として早くか

ら発達しました。また、これら日立鉱山を中心とした鉱工業から端を発し、発電機、各種家庭電気製品、

各種電線などの製造工業も盛んとなり、重要港湾茨城港日立港区の流通体系と合わせ発展してきまし

た。 

 

  

本市の製造品出荷額の推移 

出典：工業統計調査（経済産業省） 

大煙突 

建設当時（１９１４（大正３）年）の高さは１５５．７ｍ 
と世界一でした。 
工都日立のシンボルで、現在もＪＸ金属株式会社 
日立事業所の設備として稼働しています。 

現在の大煙突 建設当時の大煙突 
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（ウ）運輸・流通 

茨城港日立港区は、１９５９（昭和３４）年の第一船入港から６０年を超える歴史を持った重要港湾で

す。北関東の海の玄関口として５つのふ頭に１４の公共岸壁を有しており、近年では、「ＬＮＧ（液化天然

ガス）の受入れ」と「完成自動車の輸出入」を中心に発展を続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ふ頭地区に立地している日立ＬＮＧ基地は、日立港区の利用拡大と新たな産業の立地による雇

用創出などを目的に、茨城県と本市が共同で誘致を行い、今後の更なる都市ガス需要の増加への対

応、及び関東圏全域の供給安定性の向上等を目的に２０１６（平成２８）年３月に整備されたＬＮＧの貯

蔵、都市ガス製造施設です。 

海上には、海外からＬＮＧを運搬してくる船舶を受け入れるための大型桟橋があり、約１４ｈａの敷地

には地上式では世界最大級の大きさとなるＬＮＧ貯蔵タンク（２３万ｋｌ）が整備されています。なお、タ

ンクの屋根には本市の花である「さくら」が描かれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日立ＬＮＧ基地 
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また、第３ふ頭地区および第５ふ頭地区では、主に完成自動車の物流拠点として、メルセデス・ベン

ツ日本、日産自動車が利用しています。特にメルセデス・ベンツ日本は、常磐自動車道日立南太田ＩＣ

付近に新車整備センターを設けており、日本国内における唯一の輸入拠点となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）農業 

十王地区では、米、大豆、野菜、柿、ポポーなどが栽培されています。また、十王町にあるみかん園の

みかんは国内の露地栽培の北限とされています。 

中里地区では、リンゴ、ブドウ、ブルーベリーなどの果樹栽培が行われており、秋にはレジャー農園

で収穫を楽しめます。 

南部地区では、米、きゅうり、白菜（茂宮白菜）、南瓜（茂宮かぼちゃ）、梨などを中心に栽培されていま

す。 

折笠地区では、巨峰を中心に、欧州系ブドウが栽培されています。 

 

 

（オ）林業 

十王地区の黒坂・高原、中里地区、諏訪地区ではスギ、ヒノキの造林が行われ、またしいたけの栽培

も特産物になっています。 

 

 

（カ）水産業 

久慈漁港をはじめ、川尻、会瀬、河原子などの漁港で地域ブランドのシラスをはじめ、ヒラメやタイ、

アワビなどが水揚げされています。 

  

メルセデス・ベンツ 
国内最大の輸入拠点 

日産自動車（栃木工場）の 
北米向け輸出拠点 
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（キ）商業 

本市の小売業・卸売業、年間商品販売額は、１９９７（平成９）年にピークを迎え、それ以降は２０１２

（平成２４）年まで減少傾向を示しましたが、２０１４（平成２６）年以降は増加に転じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ク）観光 

観光客入込数は、２０１１（平成２３）年に、東日本大震災の影響で大きく落ち込みましたが、それ以降

は増加傾向に転じており、２０１９（令和元）年には、３，０２８千人と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の年間消費販売額の推移 

出典：商業統計調査（経済産業省） 

本市の観光客入込数の推移 

出典：観光客動態調査結果（茨城県） 
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第３章 目指すべき環境のすがた 
 

１ 本市の目指すべき環境の将来像 

（１）基本理念 

本計画に掲げる基本理念は、基本条例と整合を図るため、基本条例第３条に掲げる基本理念とし

ます。 

 

  

基 本 理 念  
 

第３条 環境の保全及び創造は、現在及び将来の市民が健全で豊かな環境の恵

みを享受するとともに、人類の存続の基盤である限りある環境が将来にわた

って維持されるように適切に行われなければならない。 

 

２ 環境の保全及び創造は、人と自然とが共生できるような多様な自然環境が

体系的に保全されるように行われなければならない。 

 

３ 環境の保全及び創造は、環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会

が構築されることを目的として、市、事業者及び市民の公平な役割分担の下

に自主的かつ積極的に行われなければならない。 

 

４ 地球環境保全は、市、事業者及び市民が自らの課題であることを認識して、

それぞれの事業活動及び日常生活において積極的に推進されなければなら

ない。 

目指すべき環境のすがた 第３章 

１ 本市の目指すべき環境の将来像 
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現在、世界的に地球温暖化の進行による影響と考えられる気候変動や自然災害な

ど、様々な問題が顕在しており、地球温暖化の進行の原因と考えられる温室効果ガス

削減のため、我が国においても２０２０（令和２）年に「２０５０年カーボンニュートラル」

を目指すことを宣言しています。 

 

本市は、２００５（平成１７）年に「環境都市・日立」を宣言し、将来の市民に対し、環境と

活力の調和した、持続可能な社会を創ることが、今に生きる私たちの使命であり、先人

の偉業に学び、協力して問題に取り組み、「いのち」の共生するこの環境を未来に引き

継ぐことを決意しています。そして、２０２２（令和４）年には、この環境都市宣言に新た

な命を吹き込み、その取組を一層推進する決意を新たにするため、「ゼロカーボンシテ

ィ」を目指すことを表明しています。 

 

本市では、地球温暖化への対策を講じていくだけでなく、他市に誇れるかけがえの

ない財産である豊かな自然環境を未来に引き継ぎ、環境負荷の少ない循環型社会の

形成、そして、自然災害などから安心して暮らせるまちを目指すため、市民・事業者・市

が連携・協働して、環境の保全と創造に関する取組を積極的に推進していきます。 

（２）目指すべき環境の将来像 

本計画の上位計画である「日立市総合計画」では、将来都市像を「共創で新たな歴史を刻む 次世代

型みらい都市 ひたち」と定め、将来都市像実現のため、生活環境の分野では、「自然と調和した安全・

安心のまち」を掲げ、自然と調和した安全・安心な生活環境の創出を目指しています。 

本計画においても、「日立市総合計画」の環境分野を具体化する計画として、目指すべき環境の将来

像を以下のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

自然と調和した安全・安心の環境都市日立 

～循環型社会の形成と、安全で安心して暮らせるまち～ 

目指すべき環境の将来像 
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２ 目指すべき環境の将来像の実現に向けた環境目標 

目指すべき環境の将来像を実現するために、本市を取り巻く社会経済情勢や、環境に関する現状と

課題、市民・事業者の環境に関する意識調査等を踏まえ、対象とする環境の分野を体系的に整理・分類

し、５つの環境目標を定めます。 

そして、それぞれの環境目標の達成に向け、総合的・体系的に施策を展開します。 

 

２ 目指すべき環境の将来像の実現に向けた環境目標 

環境目標1 

環境目標2 

環境目標4 

環境目標3 

環境目標5 

脱炭素社会の実現と気候変動に適応するまち 

地球温暖化を防止するため、再生可能エネルギーの活用や省エネルギーの

推進など、環境への負荷を最小限にとどめる脱炭素社会の実現及び、気候

変動による影響への適切な備えや対応が進んだまちを目指します。 

豊かな自然を未来につなぐまち 

海や山など日立が誇る豊かな自然環境をはじめ、さくらなどの郷土の宝と

暮らしやすい気候に恵まれた環境を次世代につなぐとともに、生態系や生

物多様性※の恵みを大切にし、未来につなぐまちを目指します。 

健やかで快適に暮らせるまち 

日常生活や事業活動などに伴い発生する大気汚染等の環境への影響の未

然防止及び負荷低減に努めるとともに、地域の環境美化に取り組むこと

で、健やかで快適に暮らせるまちを目指します。 

資源を有効活用する循環型のまち 

ライフスタイルの変化に対応したごみ処理体制の見直しを図るとともに、排

出者としての認識を共有し、ごみの減量化・資源化を更に進めることで、有

限である資源を有効活用する循環型のまちを目指します。 

持続可能な環境活動が広がるまち 

次世代を担う子どもたちの環境教育を支援するとともに、市民や事業者、

各種団体と行政が一体となり、人と自然が共生していくために、持続可能

な環境活動が広がるまちを目指します。 
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環境目標 行動方針

　環境目標１ 地球環境など

　脱炭素社会の実現と気候変動に
　適応するまち

1

2

3

脱炭素のまちづくりの推進

気候変動に適応したまちづくりの推進

環境負荷の少ない都市空間の形成

　環境目標２ 自然環境など

　豊かな自然を未来につなぐまち

1

2

3

生態系及び生物多様性の確保

「ひたち」らしい自然環境の保全

豊かな自然環境等の活用

　環境目標５ 環境教育、連携・協働

　持続可能な環境活動が広がるまち

1

2

3

環境教育・環境学習の充実

連携・協働による環境活動の促進

人材の活用・育成

　環境目標３ 生活環境など

　健やかで快適に暮らせるまち

1

2

3

大気・水・土壌等環境の保全

暮らしやすい生活環境の確保

きれいなまちづくりの推進

　環境目標４ 資源循環

　資源を有効活用する循環型のまち

1

2

3

効率的・効果的なごみ処理体制の構築

資源循環の推進

廃棄物の適正処理

 

 

１ 環境施策の体系 

目指すべき環境の将来像の実現に向けた、環境の保全及び創造に関する基本施策の体系は、以下

のとおりとします。１５の行動方針と行動方針ごとに市民、事業者、市それぞれの取組内容を掲げると

ともに、市の取組を実施する担当課所を明示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境目標実現のための施策の展開 第４章 

1 環境施策の体系 
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環
境
目
標
１ 

370.4

280.5
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2013 2019 2030

（万t-CO2）

【目標年度】 【基準年度】 

 

環境目標１ 脱炭素社会の実現と気候変動に適応するまち 

地球温暖化を防止するため、再生可能エネルギーの活用や省エネルギーの推進

など、環境への負荷を最小限にとどめる脱炭素社会の実現及び、気候変動による

影響への適切な備えや対応が進んだまちを目指します。 

 

 

 

 

行動方針１ 脱炭素のまちづくりの推進 

 

「２０５０年カーボンニュートラル」に向けてゼロカーボンシティを表明している本市の２０３０（令和１２）

年度の温室効果ガス削減目標は、国の２０３０（令和１２）年度削減目標である「２０１３（平成２５）年度比

４６％削減」とします。 

本市の２０１９（令和元）年度における二酸化炭素排出量は２８０．５万ｔ－ＣＯ２となっており、基準年

度である２０１３（平成２５）年度と比較して８９．９万ｔ－ＣＯ２（２４．３％）削減されていますが、２０３０

年度における２０１３年度比４６％削減目標値は２００．０万ｔ－ＣＯ２となっており、２０１９年度から、さ

らに８０．５万ｔ－ＣＯ２の削減が必要となるため、温室効果ガス排出量を削減する「緩和策」の、より一

層の推進を図ります。 

 

 

目標指標 基準値 目標値 

温室効果ガス（ＣＯ２）排出量 

（削減率） 

３７０．４万ｔ－ＣＯ２ 

（２０１３年度） 

２００．０万ｔ－ＣＯ２（▲４６％） 

（２０３０年度） 

 

 

  

  現状と課題 

  数値目標 

地球環境 
など 

関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

■温室効果ガス（CO2）削減目標のイメージ図 
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■脱炭素に向けた取組の推進 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 

ＣＯ２排出量４６％削

減実現に向けたあら

ゆる主体との協働 

ＣＯ２排出量４６％削減実現に向けて、市民・事

業者・大学・行政などあらゆる主体が協働して脱炭

素に関する取組を推進します。 

 

ゼロカーボン推進担当 

２ 

市民・事業者等の行

動変容・意識改革の

促進 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う社会環

境やライフスタイルの変化を踏まえ、グリーンリカ

バリーの観点からも市民・事業者等の行動変容・意

識改革につながる取組を促進します。 

ゼロカーボン推進担当 

３ 

ゼロカーボンシティひ

たちを実現するため

の取組の推進 

本市の自然・風土・産業等の特色を効果的にい

かし、ゼロカーボンシティを目指します。 

 

ゼロカーボン推進担当 

 

  

  市の取組 

「ひたちゼロカーボンシティビジョン」表紙 「ひたちゼロカーボンシティビジョン」ＣＯ２削減目標 

※脱炭素に向けた取組の詳細は「ひたちゼロカーボンシティビジョン」に掲載しています。 
 
日立市ゼロカーボン推進担当 

ＵＲＬ https://www.city.hitachi.lg.jp/shimin/007/011/p111241.html 
 

 

 

 

https://www.city.hitachi.lg.jp/shimin/007/011/p111241.html
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行動方針２ 気候変動に適応したまちづくりの推進 

 

地球温暖化は、自然環境や生態系のみならず、社会や経済にも深刻な影響を及ぼすことが懸念され

ます。地球温暖化に対する取組としては、温室効果ガス排出量を削減する「緩和策」と同時に、すでに

発生している気候変動による被害を回避・削減し、将来予測される被害に備える「適応策」を進めてい

く必要があります。 

気候変動による影響は、下表（国の気候変動適応計画）に示す様々な分野で既に出ており、今後さら

に拡大・深刻化する可能性があります。本市では、特に関連する「自然災害」と「健康」の分野において、

取組を進める必要があります。 

７つの分野における気候変動の影響と適応策 

 

 

  

  現状と課題 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム 
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目標指標 基準値 目標値 

まちなかオアシスの設置報告及び 

クールスポット※紹介件数 

０件 

（２０２２年度） 

３００件 

（２０３０年度） 

天気相談所の情報への 

アクセス件数 

６６９，２６７件 

（２０２１年度） 

７０４，０００件 

（２０２６年度） 

市主催の防災訓練開催数 
１回／年 

（２０２１年度） 

５回／年 

（２０２６年度） 

 

 

■暑さに対する適応 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
まちなかオアシスの

普及推進 

夏の厳しい暑さ対策として、公共施設・商業施設

等を利用した一時的な休憩所の普及を推進します。 
環境都市推進課 

２ クールスポットの紹介 
市内に点在する夏も涼しく自然に恵みを感じられ

る場所等を調査し、ホームページ等で紹介します。 

 

環境都市推進課 

３ 
グラウンド芝生化の

促進 

スポーツ広場等の芝生化により、体感温度の上

昇抑制や、熱中症リスクの軽減を図ります。 
スポーツ振興課 

４ 
グリーンカーテン等

施設の普及促進 

熱中症対策設備の設置可能な公共施設にグリー

ンカーテン等の設置を推進します。 
環境都市推進課 

 

 

  

  数値目標 

  市の取組 

泉が森 御岩神社 
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コラム 

■健康被害対策の推進 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
熱中症予防の普及・

啓発 

防災行政無線やホームページ等により、気象情

報、暑さ指数（ＷＢＧＴ）及び熱中症警戒アラートの

周知・啓発を行い、熱中症の予防・対処法の普及・

啓発等を適切に実施します。 

天気相談所 

健康づくり推進課 

２ 感染症の情報提供 
蚊媒介感染症やダニ媒介感染症などのリスク

や、防除に関する情報提供を行います。 

健康づくり推進課 

環境都市推進課 

 

 

 

■ ■ 暑さ指数（ＷＢＧＴ）とは ■ ■ 

暑さ指数（ＷＢＧＴ）は人体と外気との熱のやりとり（熱収支）に着目した指標で、人

体の熱収支に与える影響の大きい①湿度、②日射・輻射（ふくしゃ）など周辺の熱環境、

③気温の３つを取り入れた指標で、単位は気温と同じ摂氏度（℃）で示されますが、その

値は気温とは異なります。 

暑さ指数（ＷＢＧＴ）が高い時に熱中症が起こりやすいため、この指数が労働現場、ス 

ポーツ時、日常生活での熱中症予防の目安として使われています。 

 

 

   

出典：熱中症予防情報サイト（環境省） 
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■自然災害対策の推進 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 

防災体制の整備 

（災害時情報収集・ 

伝達体制の充実） 

住民データ及びハザード情報の可視化を行い、

市民の避難支援体制及び情報伝達に必要なシステ

ムや機器類の整備を進めます。 

防災対策課 

２ 

総合防災マップ 

（ハザードマップ※）の

作成・活用 

防災啓発情報及び各種ハザードマップを１冊に

まとめた総合防災マップを作成し、より一層の防

災意識の向上を図ります。 

防災対策課 

３ 緊急避難施設の確保 
洪水時の逃げ遅れによる人的被害ゼロを目指し

て避難施設の確保等を進めます。 
防災対策課 

４ 

避難行動計画 

（マイタイムライン）の

作成 

ハザードマップ内に居住する住民に対し、安全

な自主避難を意識付けるための避難行動計画の

作成に向けた講習等の取組を推進します。 

防災対策課 

５ 治水対策の推進 

住宅における雨水タンク設置や開発行為におけ

る浸透施設の整備、公共施設における雨水貯留施

設の整備など、市民・事業者・市が協働して流域の

治水対策を推進します。 

都市整備課 

６ 
大規模盛土造成地の

状況調査 

市内に存在する大規模盛土造成地の状況を調

査し、盛土の安定性を確認することにより、災害発

生の未然防止や被害軽減を図ります。 

建築指導課 

７ 気象情報活用の充実 

自治体で唯一の予報業務をいかし、公害克服の

歴史を始め、天気の特徴、防災上の注意点を講座

や行政放送で伝えるなど、市民の気象・防災知識

の普及に向けた取組を促進します。 

天気相談所 

 

  神田町洪水避難タワー 

 

建 築 地：神田町１０８２番１ 

構 造：鉄骨造、２階建て 

高 さ：緊急救助用スペース（屋上）９．７ｍ 

退避所（２階）７ｍ 

※洪水時の最大想定浸水深：約５ｍ 

面 積：緊急救助用スペース（屋上） 

約１２０平方メートル 

退避所（２階）約１００平方メートル 

収容人数：１００人 
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0 100 200

航空

自家用乗用車

バス

鉄道

自転車

徒歩

133

131

109

28

0

0

利用転換

（g-CO2/人km）

行動方針３ 環境負荷の少ない都市空間の形成 

 

地球温暖化などの環境問題に関する課題を検討する上で、環境負荷の少ない都市空間を目指すこと

は重要な施策の一つとなります。そのためには、脱炭素化に向け、自動車から排出される二酸化炭素排

出量を削減するため、個人の自家用乗用車の利用を減らし、人の移動を公共交通機関などを利用した、

環境にやさしい移動へと転換していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境にやさしい移動の推進のためには、公共施設や鉄道駅の周辺など、市街地における人々の生活

や活動を支える拠点となるべき地区への各種都市機能（医療・福祉・子育て支援・教育文化・商業等）の

集約を促進するとともに、次ページに示すような都市拠点と生活拠点を公共交通ネットワークでつなぐ、

「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の実現による生活利便性の高い都市構造への転換が必要となり

ます。  

  現状と課題 

 

出典：国土交通省ホームページ（２０２０年度）のデータを基に作成 

環境にやさしい移動 

私たちが使う移動手段は自家用車、バス、鉄道に航空機など様々なものがありますが、自家乗

用車はその中でも二酸化炭素の排出量が多くなっています。 

１人を１ｋｍ運ぶ場合に排出される二酸化炭素の量は、自家用車では１３１ｇ、バスでは１０９ｇ、

鉄道では２８ｇとなっており、公共交通機関を積極的に利用することによって、二酸化炭素排出

量を抑えることができます。状況に応じて徒歩や自転車も選択肢に入れることで、より高い効果

が望めます。 

輸送量当たりの二酸化炭素排出量（旅客） 
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鉄道駅周辺などの都市拠点への都市機能の集約を図り、公共交通の充実による拠点間のアク

セス性を高めることで、生活サービスが効率的に提供される利便性の高い魅力ある都市空間 

 

※詳細は「日立市都市計画マスタープラン」に掲載しています。 

ＵＲＬ https://www.city.hitachi.lg.jp/shimin/014/010/p084117.html 

日立市の目指す多極ネットワーク型コンパクトシティのイメージ 

https://www.city.hitachi.lg.jp/shimin/014/010/p084117.html
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目標指標 基準値 目標値 

ＪＲ駅勢圏内の人口密度 
２８．１９人／ｈａ 

（２０２１年度） 

３０．００人／ｈａ 

（２０２６年度） 

ひたちＢＲＴ沿線地域での人口密度 
３５．２８人／ｈａ 

（２０２１年度） 

３８．００人／ｈａ 

（２０２６年度） 

路線バス年間利用者数 
３，２８８千人（２０１９年） 

２，４５５千人（２０２０年） 

３，０４１千人 

（２０２６年） 

みなみ号、なかさと号年間利用者数 
５，７４１人 

（２０２１年） 

７，７００人 

（２０２６年） 
 

 

■公共交通の利用促進とひたちＢＲＴ（バス高速輸送システム）の延伸整備 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
多極ネットワーク型コ

ンパクトシティの実現 

「都市計画制度の活用」や「立地適正化計画によ

る拠点への誘導」、「公共交通ネットワークの充実」

によるコンパクトシティの推進により、エネルギー

利用の効率化を図ります。 

都市政策課 

２ 

公共交通体系の再編

と利用者の利便性の

向上 

市内バス路線の安定的な維持・確保を図るた

め、まちづくりと連携した公共交通ネットワークの

構築を図ります。 

都市政策課 

３ 
交通空白地の地域公

共交通の支援 

公共交通空白地（坂下地区、中里地区）の地域の

主体的な取組を基本とし、各地域に適した地域公

共交通の導入を支援します。 

都市政策課 

 

４ 

ひたちＢＲＴ自動走行

の実証試験への協力 

自動運転レベル４等の先進モビリティサービス※

を実現・普及し、過度に自家用車に依存しない都市

構造の形成を目指します。 

都市政策課 

５ 
ひたちＢＲＴの延伸整

備 

多極ネットワーク型コンパクトシティを推進する

中、公共交通の基幹軸としてひたちＢＲＴを延伸し

ながら都市拠点の連携を図り、過度に自家用車に

依存しない都市構造の形成を目指します。 

都市政策課 

６ 
ひたちＢＲＴに係る駅

周辺地区の歩道整備 

「日立市交通バリアフリー特定事業計画」と「日

立市バリアフリー特定事業計画（その２）」に基づ

き、大甕駅周辺地区・常陸多賀駅周辺地区のバリ

アフリー※化を図り、安全で快適な歩行空間の整備

を推進します。 

都市政策課 

  数値目標 

  市の取組 
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■幹線道路網の整備・充実 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
幹線道路網の整備・

充実 

国・県に対して、交通渋滞の緩和に向け、国道６

号大和田拡幅や日立バイパスなど主要な広域幹線

道路網の整備・充実を図るよう強く働きかけます。 

幹線道路整備促進課 

道路建設課 

２ 自転車の利用促進 
自転車の利用を促進するため、関係課所と自転

車通行帯の整備を検討していきます。 
道路建設課 

３ 安全な歩道の整備 
歩道の段差解消など交通のバリアフリー化を図

り、安全で快適な歩道空間の整備を推進します。 
道路建設課 

 

■都市緑化の推進 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 緑化意識の向上 
日立市緑化月間事業において、花苗の配布など

を実施し、緑化意識の向上に努めます。 
都市整備課 

２ 沿道の植栽等の保全 沿道における植栽等の適正な管理を図ります。 道路管理課 

 

 

 

国道６号大和田拡幅事業 沿道の植栽管理 

ひたちＢＲＴの自動運転システムの導入支援 
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  環境目標 1 に関する各主体の取組 

 市 民 

🌸再生可能エネルギーなどの導入に努めましょう。 

🌸住宅等の断熱性能を高くする等省エネ性能を高めましょう。 

🌸家電製品を買い替える際は、省エネラベルを確認し、選択しましょう。 

🌸電気製品は、待機時消費電力の削減に努めましょう。 

🌸省エネルギーにつながる緑のカーテンの設置や服装への一工夫で冷 

暖房を適切に設定しましょう。 

🌸外出時には、マイカーの利用を控え、公共交通機関や自転車等を選択 

しましょう。 

🌸運転する際は、アイドリングストップなど燃費効率のよい 

エコドライブを心がけましょう。 

🌸ひたちナビに登録し、防災情報を確認しましょう。 

🌸環境に関するイベント、講座等に参加しましょう。 

 事業者 

🌸新エネルギー関連の技術・製品の研究開発の推進や普及を図りましょう。 

🌸工場などから排出される未利用エネルギーの有効利用を図りましょう。 

🌸グリーン購入※に積極的に取り組みましょう。 

🌸自動車の購入・更新時は、環境負荷の少ないエコカーを選択しましょう。 

🌸再エネ電気等の購入を検討しましょう。 

🌸省エネルギー診断などの手法を活用し、事業活動の省エネル 

ギー化を図りましょう。 

🌸従業員の熱中症予防対策を講じ、健康リスクに備えましょう。 

🌸ＢＣＰ（事業継続計画）を作成し、災害リスクに備えましょう。 
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環境目標２ 豊かな自然を未来につなぐまち 

海や山など日立が誇る豊かな自然環境をはじめ、さくらなどの郷土の宝と暮ら

しやすい気候に恵まれた環境を次世代につなぐとともに、生態系や生物多様性の

恵みを大切にし、未来につなぐまちを目指します。 

 

 

 

 

行動方針１ 生態系及び生物多様性の確保 

 

生物多様性が失われる原因のほとんどが、私たち人間の暮らしによるものです。人間の生活・生産

活動に伴って、生物のすみかとなる場所が減少しているほか、地球温暖化によって生態系のバランス

が崩れつつあります。 

本市は、多賀山地と太平洋に挟まれ、自然に恵まれていますが、山林や農地などの開発や荒廃によ

り、貴重な動植物の生息・生育域の減少がみられ、また、外来種※などの影響により、その土地固有の

生態系の衰退が懸念されているため、山林や農地など動植物の生息・生育環境の保全及び外来種へ

の対策を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  現状と課題 

自然環境
など 

出典：生物多様性ウェブサイト（環境省） 

私たちは、暮らしに欠かせない水や食料、木材、繊維、医薬品をはじめ、様々な生物多様性の恵

みを受け取っています。生物多様性が豊かな自然は、私たちのいのちと暮らしを支えています。 

自然の恵み 

関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 
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目標指標 基準値 目標値 

認定農業者数 
３１人 

（２０２１年度） 

３６人 

（２０２６年度） 

かみね公園利用者数 
３９９，９８１人 

（２０２１年度） 

１，０００，０００人 

（２０３１年度） 

 

 

■生態系及び生物多様性の確保 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

 

１ 

貴重な動植物の生

息・生育環境の保全 

茨城県版レッドデータブック※等を参考にしなが

ら、貴重な動植物（「ホタル」、「ヒカリモ」など）の生

息・生育環境の保全活動を支援します。 

環境都市推進課 

 

２ 

重要生態系監視地域

の保全 

環境省の「モニタリングサイト１０００※」事業で指

定された地域について、「環境を創る日立市民会

議※」などと連携して保全活動を行います。 

環境都市推進課 

３ 
生物多様性の保全の

取組 

県生物多様性センターと協力して、生物多様性

の保全に関する取組を推進します。 
環境都市推進課 

４ 
法令による適正な地

域指定と管理 

生物の生息・生育基盤を守るため、鳥獣保護区な

ど法令による適正な地域指定と管理に努めます。 
農林水産課 

５ 
生存基盤としての農

地の保全 

地域や組織で農地の保全や農業用施設の維持

管理をすることにより、農業の有する多面的機能

の維持・発揮を図ります。 

農林水産課 

６ 
自然に配慮した河川

整備・管理 

河川が本来有している環境や景観を保全、創出

するため、多自然川づくり基本方針（平成１８年 

国土交通省策定）に基づき、河川整備、管理を進め

ます。 

都市整備課 

７ 
有害鳥獣による被害

防止対策 

有害鳥獣による農作物被害が増加しているた

め、日立市鳥獣被害対策実施隊による緊急捕獲を

推進します。 

農林水産課 

 

  

  数値目標 

  市の取組 
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■生物多様性に関する情報収集・普及啓発 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 

貴重な動植物の生

息・生育状況の把握・

公表 

環境省の「日本の重要湿地※」や「モニタリングサ

イト１０００」のほか、「茨城県版レッドデータブック」

等を参考にしながら、貴重な動植物などの生息・

生育状況の把握・公表に努めます。 

環境都市推進課 

２ 
外来種に関する情報

提供 

県と連携し、オオキンケイギクやクビアカツヤカ

ミキリなど、生態系などへ影響を与えるおそれの

ある「特定外来生物※」に関する情報の提供などに

努めます。 

環境都市推進課 

３ 動物園の情報発信 

ＷＥＢ等のメディア連携やイベント企画との連動

などプロモーション企画を推進し、かみね動物園

の魅力発信に努めます。 

 

かみね公園 
管理事務所 

４ 動物園教育の普及 

かみね動物園を通して、野生動物や家畜などの

動物についての理解や自然環境及び生物多様性

への理解促進を図ります。 

 

かみね公園 
管理事務所 

 

  

  

日立市かみね動物園 

オオキンケイギク クビアカツヤカミキリ 

※クビアカツヤカミキリの写真出典：国立研究開発法人 森林研究・整備機構 森林総合研究所 
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行動方針２ 「ひたち」らしい自然環境の保全 

 

本市は、四季折々の美しい自然を満喫できるまちであり、植生としては、海岸部、平地部、山地部の

それぞれに特徴があります。 

海岸部は、タブノキ、ヤブツバキ、モチノキ、ヒサカキなどが生育しており、その一部には砂浜植生が

残っています。平地部では、スダジイなどの照葉樹林が、鎮守の森として守られてきた泉が森、大甕神

社などに残っています。山地の北西部では、スギ・ヒノキ・サワラ植林、東部ではクヌギ－コナラ群集や

ヤマツツジ－アカマツ群集が中心となって、豊かな緑が続いています。 

そのほか、大正期に日立鉱山の煙害により周辺の山々が荒廃しましたが、オオシマザクラ、ニセアカ

シア、ヤシャブシなどが植栽され、緑を回復させた歴史があります。 

また、南北に長い海岸線には６箇所の海水浴場があり、その中でも伊師浜海水浴場、河原子海水浴

場、水木海水浴場の３箇所は、環境省選定の「快水浴場百選」に選ばれるなど美しい自然が広がってい

ます。 

こうした豊かな自然を次の世代に引き継ぐため、大規模な森林伐採を行う太陽光発電設備の設置な

ど緑地の減少への対策を講じ、自然環境の保全を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  現状と課題 

十王パノラマ公園 久慈浜海水浴場 

助川山の山頂から見た朝日 小木津山自然公園 
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目標指標 基準値 目標値 

森林経営管理権集積計画に基づく 

森林整備面積 

０ｈａ 

（２０２１年度） 

（延べ）１９５ｈａ 

（２０２６年度） 

 

 

■貴重な自然環境の保全・再生等 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
自然景観の源となる

森林保全 

森林の適正な管理により、山地災害の防止や森

林の有する多面的機能の維持・発揮を図ります。 
農林水産課 

２ 
森林の再整備・維持

管理 

森林等の再整備、維持管理について、引き続き

適正に実施します。 

農林水産課 

都市整備課 

３ 
鞍掛山のさくらの山

づくり 

本市の環境対策の象徴となっている「オオシマ

ザクラ」を守り育てるため、鞍掛山のさくらの山づ

くりを推進します。 

さくら課 

４ 

日立アルプスなどの

ハイキングコースの

整備 

高鈴県立自然公園内に位置し、山々が連なる

「日立アルプス」や御岩山などの自然豊かなハイキ

ングコースの整備に努めます。 

にぎわい施設課 

５ 公園等の適正管理 
草刈り及び樹木枝払いなど、適正な管理に努めま

す。 
都市整備課 

６ 海岸清掃の実施 

市を代表する観光資源である海水浴場の景観

保全を図るため、海水浴シーズン前に、ボランティ

アによる海岸清掃「ビーチクリーンキャンペーン」

を実施します。 

にぎわい施設課 

７ 河川の清掃活動等 

地域の河川の環境保全を図るため、河川愛護団

体と協働し、清掃や草刈活動を進めます。 

また、久慈川クリーン作戦を実施し、地域住民や

事業者等と協働し、久慈川の環境美化に努めま

す。 

都市整備課 

８ 農業生産基盤の整備 
自然環境に配慮したほ場整備事業を促進し、農

業生産力の増大及び生産性の向上を図ります。 

 

農林水産課 

９ 
太陽光発電設備の適

正な設置及び管理 

「太陽光発電設備の適正な設置及び管理等に関

する条例」に基づき、生活環境及び自然環境の保

全を図り、市民の安全安心の確保に努めます。 

環境都市推進課 

  数値目標 

  市の取組 
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■桜をいかしたまちづくりの推進 

 

 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

 

１ 

桜をいかした魅力的

な交流拠点の創出 

立地に応じた独自性のある桜の拠点整備を推

進し、既存の名所の再整備や新たな名所づくりに

取り組むことで、魅力的な交流拠点を創出します。 

さくら課 

２ 
さくらのまちづくり

による地域の活性化 

桜と観光資源を連携させて、相乗効果で人を呼

び込む取組や積極的な情報発信を行うことによ

り、「さくらのまち日立」の魅力をＰＲし、交流人口

の拡大を図り、地域活性化につなげます。 

さくら課 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※さくらのまちづくりの取組等は「ひたちさくら彩プラン（日立市さくらのまちづくり基本計画）」に 

掲載しています。以下の市の取組は、基本方針を記載。 
 
ＵＲＬ  https://www.city.hitachi.lg.jp/shisei/004/003/p106212.html 
 

平和通りの桜 

十王パノラマ公園の桜 かみね公園の桜 

 

 

https://www.city.hitachi.lg.jp/shisei/004/003/p106212.html
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行動方針３ 豊かな自然環境等の活用 

 

本市は、日本有数の工業都市として成長してきた「ものづくりのまち」でもあり、自然と産業が調和

した様々な魅力に満ちあふれています。 

環境保護活動の先駆けである「大煙突とさくら」という煙害克服の歴史のほか、小木津山自然公園

で見ることができる日本最古の地層※や豊かな自然があります。 

本市のこうした魅力や地域資源等が、「ものづくり産業」や「海」、「さくら」、「パワースポット」、多くの

海や山の幸に代表される「豊かな食文化」などを育んでいることから、これらの魅力や地域資源をより

一層磨き上げ、活用を図る必要があります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標 基準値 目標値 

観光入込客数 
３，００９千人（２０１９年） 

  ９２５千人（２０２０年） 

３，００９千人 

（２０２６年） 

観光関連ホームページ閲覧件数 
１，４０２千人（２０１９年） 

  ９３３千人（２０２０年） 

２，４５５千人 

（２０２６年） 

  

  現状と課題 

  数値目標 

サーフィンの聖地 

本市には、多くのサーフィンスポットが存在し

ます。特に河原子海岸はサーフィンの全国大会

が開かれるなど、日本でも有数のサーフィンス

ポットとなっています。 

日立さくらまつり 

日本の「さくら名所１００選」の一つである「か

みね公園・平和通り」の桜をはじめ、満開に咲き

誇る桜の中で行われる「日立さくらまつり」は、

本市の春の風物詩です。 

ユネスコ無形文化遺産の「日立風流物」の一

般公開など数々のイベントが催され、多くの人

でにぎわいます。 
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■自然環境・地域資源の活用 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
都市・農村交流の推

進 

自然あふれる中山間地域での農業体験や交流

事業などを通じて、自然とのふれあいや都市と農

村の交流を推進します。 

農林水産課 

２ 
グリーンツーリズム※

の推進 

中里地区観光案内所やたかはら自然体験交流

施設を拠点に中山間地域の魅力を発信するととも

に、茨城県が進めている県北ロングトレイルなどと

連携して日立アルプスを活用した観光誘客の取組

を進めます。 

観光物産課 

 

３ 

豊かな自然をいかし

た観光誘客の促進 

海・山の豊かな自然環境をいかしたツーリズム

の創出などにより、本市への誘客促進に取り組み

ます。 

観光物産課 

にぎわい施設課 

４ 
地域の食材を使った

観光資源化の促進 

茨城県、県北地方広域観光連絡協議会及び（一

社）日立市観光物産協会と連携し、地域特有の食

材を活用したガストロノミーツアーの造成に取り組

みます。 

観光物産課 

５ 地域ブランドのＰＲ 

本市特産品の発掘、高付加価値化及び認知度向

上について、日立商工会議所や（一社）日立市観光

物産協会などの関係機関と連携して、取組を進め

ます。 

観光物産課 

 

 

  

  市の取組 

たかはら自然塾 中里地区観光案内所 
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コラム 

 

 

■ ■ 茨城県北ロングトレイルとは ■ ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：茨城県北ロングトレイル 

茨城県北ロングトレイルは、関東北端の茨城県北部６市町にまたがる全長３２０

ｋｍのロングトレイルです。 

山岳地帯に入山したまま長距離踏破を目指すだけのロングトレイルコースでは

なく、里と山を繰り返し訪れながら多様な地形や眺望、歴史的遺構をつないで歩く

ことのできる「里山・地域・環境」トレイルとなっています。 

茨城県北ロングトレイルは里山をめぐる周回コースで、アクセスにも優れどこか

らでも始められ、かつ、どこまで歩くのかも自由に計画ができることが特徴です。 

６つの市町にまたがり、それぞれの地元で大切にされてきた特徴的な地域資源と

里山とをつなぐように歩けるコースとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

茨城県北ロングトレイルでは、里と山をつなぐように歩いて、様々な日常の中の

非日常を体験し、繰り返し感動に出会うことができます。 

地元の誇らしいシンボルとして里山文化と地域資源をとらえ直し、持続可能な環

境維持管理を目指しています。 

地域の有志が組織した「茨城県北ロングトレイル協力隊」を中心として、地元の

大勢が関わり合いながら、地域に根差したトレイル整備・維持保全活動を展開して

いきます。 
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  環境目標２に関する各主体の取組 

 市 民 

🌸農業体験に参加してみましょう。 

🌸農産物等を購入する際は、地場産品を積極的に選択しましょう。 

🌸市や市民団体等が行う貴重な野生生物の保護活動に参加・協力しましょう。 

🌸地域の生態系を理解するため、生物調査などに参加・協力しましょう。 

🌸森林や里山整備、海岸の環境保全活動に積極的に参加しましょう。 

🌸自然とふれあう場で出したごみは必ず持ち帰りましょう。 

🌸動植物をむやみに捕獲・採取したり、傷つけたりしないようにしましょう。 

 事業者 

🌸開発事業を行う際は、鳥獣保護区などの指定地域の規則に従い、 

生態系等への負荷を抑制した計画的な事業活動に努めましょう。 

🌸開発事業に際しては、周辺の自然景観への影響を最小化するよう 

に配慮しましょう。 

🌸環境に配慮した農林水産業に努めましょう。 

🌸農業体験の受入を促進しましょう。 

🌸森林や里山整備、海岸の環境保全活動に積極的に参加しましょう。 
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環境目標３ 健やかで快適に暮らせるまち 

日常生活や事業活動などに伴い発生する大気汚染等の環境への影響の未然防

止及び負荷低減に努めるとともに、地域の環境美化に取り組むことで、健やかで

快適に暮らせるまちを目指します。 

 

 

 

 

行動方針１ 大気・水・土壌等環境の保全 

 

私たちが健康で快適に暮らしていくためには、良好な大気や水環境等を大切に保全していく必要が

あります。そのため、本市では以下の５つの項目について、取り組みます。 

 

（１）大気環境 

本市の大気環境は、環境基準の定められている大気汚染物質（二酸化窒素※、浮遊粒子状物質※、

二酸化硫黄※、一酸化炭素※、光化学オキシダント※、微小粒子状物質（ＰＭ２．５※）のうち、光化学オキ

シダントを除き、環境基準を達成しています。 

 

（２）水環境 

市内河川の水質は、悪化が著しかった昭和４０年代と比べると大きく改善しています。河川のＢＯ

Ｄ※評価で環境基準を達成しており、良好な水質を保っています。 

 

（３）土壌・地下水 

土壌汚染は一度発生すると元の状態に戻るまでに長い年月がかかるとともに、その対策費用が

高額になる場合が多いため、事業活動において有害物質を適切に管理することが重要です。 

 

（４）化学物質 

化学物質による汚染を防止するためには、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律によるＰＲＴＲ制度※に基づき、事業者による化学物質の排出量と移動量の

届出と適正処理を徹底していく必要があります。 

 

（５）事故由来放射性物質 

福島第一原子力発電所の事故直後から、小中学校、幼稚園、保育園、認定こども園、公園などにお

ける放射線量※を測定しており、ここ数年は、国が長期的な目標としている、追加被ばく線量年間１ミ

リシーベルト（毎時０．２３マイクロシーベルト）を下回っています。  

  現状と課題 

生活環境
など 

関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 
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目標指標 基準値 目標値 

浮遊粒子状物質に関する環境基準の達成率 
１００％ 

（２０２０年） 

１００％ 

（２０３０年） 

ＢＯＤの環境基準達成率（河川） 
１００％ 

（２０２０年） 

１００％ 

（２０３０年） 

公共下水道接続率 
９９．２１％ 

（２０１９年度） 

９９．４２％ 

（２０２９年） 

 

 

■大気、水質及び土壌環境の保全 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
事業所等の大気質の

監視・観測等 

関係機関と連携し、事業所等の大気質の監視・

観測を行うとともに、ダイオキシン類の発生抑制や

特定粉じん解体作業時のアスベスト適正処理等必

要に応じた改善指導に努めます。 

環境都市推進課 

２ 
野外焼却に関する指

導・啓発 

野外焼却に関する法令順守の徹底及び家庭ご

みの適正な処理方法の指導・啓発に努めます。 
資源循環推進課 

３ 

農業に伴う廃棄物の

適正処理の周知・指

導 

農家から排出される使用済みビニールなどの適

正処理について、周知・指導の徹底に努めます。 
農林水産課 

４ 
光化学スモッグ・微小

粒子状物質への対策 

関係機関と連携し、光化学オキシダント及び微

小粒子状物質（ＰＭ２．５）に関する情報提供を行う

とともに緊急時情報の発令時には迅速に市民等へ

周知し、健康被害発生の防止に努めます。 

環境都市推進課 

５ 
事業所等の排水の監

視・指導 

関係機関と連携し、事業所等の排水の水質監視を

行うとともに、必要に応じた改善指導に努めます。 
環境都市推進課 

６ 
下水道施設の整備・

維持管理 

下水道施設の適正な維持管理を行うとともに、

施設の老朽化及び災害に備えた計画的な更新及

び耐震化を進めます。 

下水道課 

浄化センター 

７ 下水道の意識啓発 
効果的な広報活動を行うことにより、市民の下

水道への意識啓発に努めます。 

下水道課 

浄化センター 

 

  数値目標 

  市の取組 
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Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

８ 
合併処理浄化槽の設

置補助 

公共下水道区域外の地域については、合併処理

浄化槽の設置費に対する助成により、生活排水の

適切な処理を推進します。 

環境衛生課 

９ 
河川水質の監視・指

導 

関係機関と連携し、河川水質の監視を行うとと

もに、必要に応じた改善指導に努めます。 
環境都市推進課 

１０ 
水質に関する意識啓

発 

水生生物観察会の開催等を通じて、水質汚濁の

防止・水質の改善活動などの意識啓発に努めます。 
環境都市推進課 

１１ 
工場・事業所に対す

る指導 

関係機関と連携し、工場・事業所における土壌

の汚染防止に関する指導に努めます。 
環境都市推進課 

１２ 土壌汚染の現状把握 
関係機関と連携し、井戸水等の調査を行い、土

壌汚染の現状把握に努めます。 
環境都市推進課 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ ■ 汚れた水をきれいにするために必要な水の量 ■ ■

私たちが生活の中で出

している生活排水は、その

まま川や海に流すと汚れ

てしまうため、下水処理場

できれいにして川や海に

流しています。 

生活排水を魚がすめる

水質にするためにはたく

さんの水が必要です。 

出典：平成１９年版こども環境白書（環境省） 

雨や雪 

浸透
し んとう

 

遊
ゆう

水地
す い ち

 

浄水場
じょうすいじょう

 

わき水 

浸透
し んとう

 地下水 

工場 

ダム 

水田 

家庭 
処理
し ょ り

水
すい

 

水蒸気
すいじょうき

 水蒸気
すいじょうき

 

下水
げ す い

処理場
し ょ り じ ょ う

 

湖 

海 

水の動き 

水の利用 
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■有害化学物質の適正な管理 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 

ゴルフ場に対する農

薬の適正使用の確

認・報告 

ゴルフ場における適正な農薬の使用を確認し、

関係機関に報告します。 

農林水産課 

環境都市推進課 

２ 
農薬散布における近

隣配慮の啓発 

農薬を散布する際は、近隣の畑や住宅等への影

響を十分に考慮するように関係機関と連携し、啓

発を進めます。 

農林水産課 

環境都市推進課 

３ 
化学物質に関する情

報の収集・提供 
化学物質に関する情報の収集・提供に努めます。 環境都市推進課 

４ 
化学物質の監視・観

測 

関係機関と連携し、環境中にある化学物質の監

視・観測（現状把握）を行うとともに、必要に応じた

指導等に努めます。 

環境都市推進課 

５ 
有害化学物質の適性

使用・管理指導 

関係機関と連携して工場等の立入調査を行い、

有害化学物質などの適正な使用・管理について、

必要に応じた改善指導等に努めます。 

環境都市推進課 

６ 

清掃センターの有害

化学物質の測定・施

設の適正管理 

清掃センターから発生する排ガス等に含まれる

有害化学物質の濃度を定期的に測定し、施設の適

正な管理に努めます。 

清掃センター 

７ 

下水道へ排出される

化学物質の適正な管

理・監視 

関係機関と連携し、公共施設から下水道への排

出される化学物質の適正な管理・監視に努めます。 
浄化センター 

８ 

清掃センターのごみ

質等の測定・施設の

適正管理 

清掃センターに搬入される可燃ごみのごみ質等

を定期的に測定し、施設の適正な管理に努めます。 
清掃センター 

 

 

環境を考えるポスター展作品 
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■放射性物質対策 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
指定廃棄物への適切

な対応 

指定廃棄物に指定された焼却灰（ばいじん）につ

いて、旧清掃センター建物内に保管を継続すると

ともに、国・県と協議しながら、適切な対応に努め

ます。 

清掃センター 

２ 汚染土への対応 

除染で発生した除去土壌について、国が最終処

分方法を決定するまでの間、国の方針に従い、除

染を実施した施設の敷地内において埋設仮保管し

ます。 

防災対策課 

３ 
空間放射線量率の測

定・結果公表 

小中学校や幼稚園、保育園、認定こども園、公園

における空間放射線量率の測定及び結果公表を

継続実施します。 

防災対策課 

４ 
食品等放射能※濃度

の測定・結果公表 

小中学校、保育園、認定こども園で提供する給

食用食材の農水産物等について、放射能濃度の測

定及び結果公表を継続実施します。 

防災対策課 

子ども施設課 

学校給食共同調理場 

５ 
放射線※測定器の貸

出し 

市民が空間放射線量率を測定できるように、市

役所及び各支所において、放射線測定器の貸出し

を継続実施します。 

防災対策課 

６ 
除染に対する市民へ

の支援 

一般住宅敷地などで除染を行う市民に対し、市役

所及び各支所において、市が作成した除染の手引き

や土のう袋等を配布する支援を継続実施します。 

防災対策課 

 

 

  

環境を考えるポスター展作品 
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行動方針２ 暮らしやすい生活環境の確保 

 

近年では、生活様式の多様化や地域のつながりの希薄化などを背景に、日常生活で発生する騒音や

振動、悪臭などの近隣公害が増加傾向にあります。 

例えば、家庭生活から発生する騒音や深夜営業などの営業騒音、建設作業の騒音など多種多様な

近隣騒音が問題となっています。 

また、自動車騒音、振動については、道路構造や交通量等の変化に対応するため、定期的に状況を

把握し、騒音、振動公害の予防に向け、道路の適正な維持管理や道路構造の見直しを行っていく必要

があります。 

 

 

目標指標 基準値 目標値 

法令に基づく工場・事業場への確認件数 
７７件 

（３か年平均） 

７７件 

（２０３０年度） 

 

 

■騒音・振動・悪臭への対応 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
環境に配慮した建設

機器等の利用促進 

建設工事や解体工事などの公共事業において、

低騒音・低振動型機械の利用促進に努めます。 
公共建築課 

２ 
工場・事業所に対す

る規制・指導（悪臭） 

「悪臭防止法」に基づき、工場、事業所に対する

規制及び改善指導を行うとともに、市民相談への

適切な対応に努めます。 

環境都市推進課 

３ 
浄化槽（生活排水）か

らの悪臭の発生抑制 

単独浄化槽から合併処理浄化槽への設置（転換）

を促進し、生活排水による悪臭の防止に努めます。 
環境衛生課 

４ 
家畜排せつ物法に基

づく指導・助言 

関係機関と連携し、家畜ふん尿の野積みや素掘

りなど不適切な管理により発生する悪臭に対する

指導・助言を行います。 

農林水産課 

５ 
悪臭防止に関する意

識啓発 

市民の臭気に関する相談に対応するとともに、

事業所への悪臭防止対策の改善啓発を行います。 
環境都市推進課 

 

  

  現状と課題 

  数値目標 

  市の取組 
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Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

６ 
法律に基づく監視・要

請等（騒音・振動） 

幹線道路の騒音・振動を監視するとともに、必

要に応じて道路管理者へ改善を要請します。 
環境都市推進課 

７ 
低騒音舗装の整備等

の推進 

老朽化によるひび割れ、わだち等に伴う騒音や

振動の著しい道路において、計画的な舗装の整備

を推進します。 

速度抑制による騒音振動対策として、薄層舗装

や減速表示等の整備、ヒートアイランド※対策も兼

ねた歩道透水性舗装の整備を推進します。 

道路管理課 

道路建設課 

８ 

工場・事業所等に対

する規制・指導（騒

音・振動） 

「騒音規制法」や「振動規制法」に基づき、工場、

事業所及び建設工事による騒音・振動に対する規

制及び改善指導に努めます。 

環境都市推進課 

９ 
深夜の騒音に対する

規制・指導 

深夜営業等におけるカラオケや音響機器などの

騒音について、必要に応じた改善指導に努めます。 
環境都市推進課 

 

 

 

■ ■ 典型７公害とは ■ ■ 

 

 

 

 

 

 

  

① 大気汚染 

② 水質汚濁 

③ 土壌汚染 

④ 騒音 

⑤ 振動 

⑥ 地盤沈下 

⑦ 悪臭 

出典：平成１４年版子ども環境白書（環境省） 

 環境基本法（第２条第３項）では公害について、事業活動その他人の活動に伴って生ず

る、相当範囲にわたるものとして７種類の公害を挙げており、これらを「典型７公害」と呼

びます。 

大気
た い き

汚染
お せ ん

 悪臭
あくしゅう

 騒音
そ う お ん

 

振動
し ん ど う

 水質
す い し つ

汚濁
お だ く

 地盤
じ ば ん

沈下
ち ん か

 土壌
ど じ ょ う

汚染
お せ ん
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行動方針３ きれいなまちづくりの推進 

 

本市は、市民運動公園を始めとして、市街地に大小の公園が整備されています。 

これらのオープンスペースを人々が集まる拠点に位置付け、市民の憩いの場やにぎわいの創出の場

として活用し、魅力ある空間の形成を創出することが必要となります。 

市街地内の公園・緑などをいかした都市空間やオープンスペースは、今後の本市の魅力を演出する

重要な要素となりえるため、市街地や公園など個々の機能強化を行うだけでなく、これらを結んでい

る交通軸については、歩行者を重視した緑のネットワークを形成し、各拠点の連携を図ることで、総合

的に魅力のある都市空間や歩いて楽しい空間の形成を図ります。 

 

オープンスペースを拠点と捉えた都市空間・市街地づくり 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

出典：日立市 
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目標指標 基準値 
目標値 

（２０３０年度） 

空き家戸数 
４，２１４戸 

（２０２１年度） 

６，０００戸 

（２０３０年度） 

※空き家戸数の目標値は、今後、空き家戸数が増加見込みであるため、対策による増加の抑制を想定

した目標値となっています。 

 

 

■都市景観の形成 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 街区表示板の更新 

市内街区表示板の実態を調査し、更新計画の策

定を行います。更新にあたっては、市のイメージア

ップを図るため、新たなデザインを決定し、計画的

に進めます。 

建築指導課 

２ 
施設整備時の景観配

慮 

市施設の整備・改修に当たっては、周囲の景観と

の調和に配慮した都市環境づくりを推進します。 

常陸多賀駅の改築にあたっては、整備する東口

広場や東西自由通路などを含めた一体的な空間デ

ザインとして、都市景観の形成を図ります。 

また、ひたちＢＲＴ沿線においては、停留所や標

識などを含め、ひたちＢＲＴと周辺施設が一体とな

った特色ある景観の形成を図ります。 

都市政策課 
 

常陸多賀駅周辺
地区整備課 

３ 

空き家・空き地に対

する適切な管理等の

助言・指導 

まちの景観を損なうことがないように、空き家・

空き地の所有者などに対し、管理者意識の啓発を

行うとともに、状況に応じた適切な管理の助言・指

導を行います。 

住政策推進課 
 

環境都市推進課 

 

  

  数値目標 

  市の取組 
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■環境美化活動の推進 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
道路や公園の環境美

化 

地域住民に対し道路や公園での協働による環境

美化の理解を深め、引き続き市民との協働による

活動に努めます。 

都市整備課 
 

道路管理課 

２ 

「ごみゼロキャンペー

ン」及び「ひたち・くさ

ゼロ大作戦」の実施 

５月３０日を「ごみゼロの日」、９月３０日を「くさゼ

ロの日」とし、市民・事業者・市が一体となって、環境

美化の意識向上等を図るとともに、地域のごみ拾い

や草刈りなどの環境美化活動を推進します。 

資源循環推進課 

３ 
落書き防止対策の推

進 

関係機関と連携し、市内の公共物等の落書防止

対策を推進し、落書のないきれいなまちづくりに

努めます。 

環境都市推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公園の環境美化 

ひたち・くさゼロ大作戦 ごみゼロキャンペーン 
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  環境目標 3 に関する各主体の取組 

 市 民 

🌸身近な道路や公園等の緑化・美化活動の取組や５３０（ごみゼロ）キャンペーン 

に参加しましょう。 

🌸減農薬・減化学肥料や有機栽培でつくられた作物を積極的に購入しましょう。 

🌸除草剤などの使用にあたっては、必要最小限に抑えましょう。 

🌸下水道への接続や浄化槽の設置・維持管理により、生活排水による公共水域 

の汚濁防止に努めましょう。 

🌸浄化槽の適正管理や自宅周辺の側溝の定期的な清掃等により、悪臭の発生を 

抑制しましょう。 

🌸家庭でのピアノやテレビなどは、近隣に迷惑をかけないよう、時間帯や 

音量に配慮しましょう。 

🌸化学物質に関する正しい知識や情報の把握に努めましょう。 

🌸家庭のごみや庭木の剪定枝等は、簡易焼却炉での焼却や野焼きは行わ 

ず、燃えるごみとして適正に処理しましょう。 

 事業者 

🌸事業所からの排出ガスの適正処理や粉じんの発生抑制に努めましょう。 

🌸事業活動に伴う排水は敷地内において適正に処理し、基準値を超えないようにしましょう。 

🌸工場や事業所では「悪臭防止法」を順守し、悪臭の防止に努めましょう。 

🌸「騒音規制法」や「振動規制法」に基づき、工場や事業所から発生する騒音・振動の抑制に努め 

ましょう。 

🌸化学物質を扱う事業所では、適正な使用、管理を行いましょう。特に「ＰＲＴＲ法」に基づき、環 

境中への排出量や廃棄物としての場外への移動量を把握し、公表しましょう。 

🌸農林業等に伴うごみの焼却や野焼きは行わず、適正に処理しましょう。 

🌸ゴルフ場など農薬を多く使用する事業者は、農薬使用による環境負荷の軽減に努めましょう。 
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環境目標４ 資源を有効活用する循環型のまち 

ライフスタイルの変化に対応したごみ処理体制の見直しを図るとともに、排出者

としての認識を共有し、ごみの減量化・資源化を更に進めることで、有限である資

源を有効活用する循環型のまちを目指します。 

 

 

 

 

行動方針１ 効率的・効果的なごみ処理体制の構築 

 

（１）再生資源収集システム 

近年のライフスタイルの変化や自治会未加入により、集積所を利用することができない世帯が存

在しており、再生資源等の収集頻度については、回数が少ない現状もあります。また、自治会におい

ては、再生資源の収集日に表示看板や回収袋等の準備及び撤去作業を当番制により行っており、住

民負担が生じていることもあることから、住民負担が軽減される収集システムの再構築と、集積所

を誰もが利用できるよう検討する必要があります。 
 

（２）プラスチック資源循環促進法の施行 

２０２２（令和４）年４月に「プラスチック資源循環促進法」が施行され、市町村において、家庭から

排出されるプラスチック使用製品廃棄物の分別収集や再商品化に努めることが義務付けられました。 

今後、廃プラスチックなど、新たな再生資源収集品目を選定すると共に、分別収集及び再資源化

の方法を検討する必要があります。 
 

家庭ごみの集積所収集（２０２２（令和４）年４月１日現在） 

区分 
収集 

回収 

集積所の数 

（箇所） 
収集品目 

集積所設置 

の目安 

燃えるごみ 週２回 ６，５５２ 

生ごみ、資源にならない紙くず、ビニ

ール・プラスチック類、庭木の剪定枝

など 

１０世帯に 

１箇所 

燃えないごみ 月１回 １，４７２ 
陶磁器類、コップ類、耐熱ガラス製品、

板ガラスなど 

５０世帯に 

１箇所 

粗大ごみ（小） 月１回 １，４７２ 
小型家電、時計、カメラ、ホッチキス、

電卓など 

５０世帯に 

１箇所 

粗大ごみ（中・大） 随 時 － 
タンス、応接イス、ベッド、学習机、自

転車、鏡台など 
戸別収集 

有害ごみ 月１回 １，４７２ 蛍光管、電球、乾電池、水銀体温計 
５０世帯に 

１箇所 

再生資源 月１回 １，４７２ 
金属類、紙類、ビン類、布類、ペットボ

トル 

５０世帯に 

１箇所 

  現状と課題 

資源環境 

関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 
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目標指標 基準値 目標値 

市民１人１日当たりごみ排出量 

（生活系ごみと事業系ごみの合計） 

９５５ｇ 

（２０２１年度） 

８４０ｇ以下 

（２０２９年度） 

市民１人１日当たり生活系ごみ排出量 
７１０ｇ 

（２０２１年度） 

５８０ｇ以下 

（２０２９年度） 
 

 

■新たなごみ等収集システムの構築 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
再生資源収集システ

ムの見直し 

住民負担が軽減される収集システムの再構築

と、集積所を誰もが利用できるように検討します。 
資源循環推進課 

２ 
再生資源収集品目の

見直し 

廃プラスチックなど、新たな再生資源収集品目

を選定すると共に、分別収集及び再資源化の方法

を検討します。 

資源循環推進課 

３ 
ごみ等排出困難世帯

への支援 

集積所へごみ等の排出が困難な高齢者世帯等

を対象に戸別収集を実施し、生活に合わせた支援

を行います。 

資源循環推進課 

 

 

 

 

 

 

  

  数値目標 

  市の取組 

ふれあい戸別収集 拠点回収 

再生資源集積所 
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984
993 993

938 931

954
943 951

973
955
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21.1
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1100

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

（％）（g/人日）

（年度）

市民1人1日当たりごみ排出量 ごみのリサイクル率

行動方針２ 資源循環の推進 

 

市内で発生したごみ（一般家庭から排出される「生活系ごみ」と事業活動に伴って排出される「事業

系ごみ」があります。）は、分別区分〔燃えるごみ・燃えないごみ・粗大ごみ（大中小）・有害ごみ・再生資

源〕され、清掃センター等で処理されています。 

可燃物の焼却残渣や不燃物等は、滑川山一般廃棄物※最終処分場（管理型最終処分場※）で埋め立て

処分されています。２０２１（令和３）年における焼却量は５４，０５０トン、不燃物埋立量１，０７９トン、資

源化量※１１，７８２トンとなっています。 

生活系燃えるごみの組成調査 

区分 処理処分量（ｋｇ） 比率（％） 

直接焼却 ５４，０５０，３５２ ８４．７９ 

直接最終処分 １，９７０  

中間処理 ４，４４４，０７９ ６．９８ 

 

可燃物 ５３７，０３０  

不燃物 １，０７８，６８０  

プレス鉄 ５１８，１５０  

スチール缶 １２，３７０  

その他の資源化 ２，１８８，８７９  

外部処理委託 １０８，９７０  

直接資源化 ５，２４７，５７５ ８．２３ 

合計 ６３，７４３，９７６ １００．００ 

 

市民１人１日当たりのごみ排出量をみると、過去１０年間で減少と上昇を繰り返しており、減少傾向

にはなっておらず、今後、より一層のごみの削減が求められます。 

また、ごみのリサイクル率に関しては、２０１５（平成２７）年度をピークに減少傾向にあり、更なるリサ

イクルの促進が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現状と課題 

市民１人１日当たりごみ排出量およびごみのリサイクル率の推移 

出典：清掃事業概要（日立市） 

出典：清掃事業概要（日立市） 
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コラム 

 

目標指標 基準値 目標値 

市民１人１日当たりごみ排出量【再掲】 

（生活系ごみと事業系ごみの合計） 

９５５ｇ 

（２０２１年度） 

８４０ｇ以下 

（２０２９年度） 

市民１人１日当たり生活系ごみ排出量【再掲】 
７１０ｇ 

（２０２１年度） 

５８０ｇ以下 

（２０２９年度） 

ごみのリサイクル率 
１９．０％ 

（２０２０年度） 

２４．９％以上 

（２０２９年度） 

生ごみ堆肥化容器等購入補助金申請件数 
７９件 

（２０２０年度） 

１００件 

（２０２９年度） 
 

 

■ごみの発生抑制・再利用の推進（市民・事業者を対象） 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
ごみを減らす４Ｒ活動

の推進 

ごみを減らす４Ｒ活動（リフューズ、リデュース、

リユース、リサイクル）を推進するため、家庭、事業

所、学校などへの広報啓発活動を行います。 

 

資源循環推進課 

２ 
マイバッグ利用の普

及啓発 

小売店に簡易包装やレジ袋有料化の取組を指

導・啓発を行うと共に、市民にマイバッグの持参を

積極的に呼びかけ、レジ袋の削減を推進します。 

資源循環推進課 

 

 

■ ■ ごみ減らし４Ｒ運動 ■ ■ 

 

 

 

 

 

 

  

  数値目標 

  市の取組 

①Ｒｅｆｕｓｅ（リフューズ）：断る 

ごみとなるものを家庭に持ち込まないという考え方。  
②Ｒｅｄｕｃｅ（リデュース）：減らす 

買う量・使う量ともに減らしていくという考え方。  
③Ｒｅｕｓｅ（リユース）：繰り返し使う 

不要なものが出ても、そのまま使えるならば、繰り返し使用

しものの寿命を最大限いかすという考え方。  
④Ｒｅｃｙｃｌｅ（リサイクル）：資源として再生利用する 

リユースできない場合は、大切な資源として活用できるよう

に正しく分別して、資源として再生利用するという考え方。 

４Ｒ運動とは、次の４つの頭文字（Ｒ）からとった運動のことを指し、次の順序で取り組

むことが、もっともごみを減らす効果があります。 

本市では、家庭系ごみの減量化・資源化をすすめるため、市民に広報し啓発しています。 
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■ごみの発生抑制・再利用の推進（事業者を対象） 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
事業者への指導・周

知 

事業所で発生するごみや再生資源の適正な処

理方法等を事業者に対して周知徹底するため、パ

ンフレット等による指導と周知に努めます。 

資源循環推進課 

 
■分別・リサイクルの推進（市民を対象） 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
再生資源拠点回収の

充実 

誰もが資源物が出しやすいように拠点回収を充

実させて、限りある資源の再利用を推進します。 
資源循環推進課 

２ 
家庭用生ごみ処理機

器の購入補助 

家庭における食品残さ等の減量やたい肥化を

推進するため、家庭用生ごみ処理機器の購入補助

を行います。 

資源循環推進課 

３ 
ごみ・資源物の収集

の周知徹底 

ごみカレンダーの発行及び配布（市報３／５号同

時配布及び交流センターや支所窓口）、ＦＭひたち

や市ホームページを利用したごみの出し方の広

報、総合アプリひたちナビ「ごみ・リサイクル」の利

用促進及び内容の充実に努めます。 

清掃センター 

 
■分別・リサイクルの推進（事業者を対象） 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 

飲食店等による食材

のロスや食べ残し削

減の推進 

飲食店や宿泊施設に対して、「ひたち食品ロス削

減パートナー制度」の登録を推進し、食材のロスや

食べ残し削減の活動を積極的に取り組むよう周知

します。 

資源循環推進課 

２ 
民間団体の育成・支

援 

ごみ減量や資源化に取り組む民間団体の情報

収集を行い、支援体制の整備に努めます。 
資源循環推進課 

３ 民間事業者との連携 

市内で排出される不用品のリユース活動を促進

するため、民間事業者と連携し、ごみの減量化、処

分に伴う二酸化炭素の排出抑制を図ります。 

資源循環推進課 

４ 食品ロス削減の推進 

非常用に備蓄している食料等の賞味期限を管

理し、期限が近づいたものについて、コミュニティ

への配布やフードバンクへの寄付等を行います。 

防災対策課 

５ 
学校給食の残さの資

源化 

市内小中学校の給食から排出される野菜の残

さを資源化します。 
学校給食共同調理場 

６ 
除籍図書のリサイク

ル図書としての活用 

除籍図書をリサイクル図書とし、学校、保育園等

の施設や市民に提供して有効活用を図るととも

に、廃棄図書の減量を継続します。 

各図書館 
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コラム 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

７ 
建設発生廃棄物の再

資源化等の促進 

関係機関と連携した現場パトロールを通じて、

建築廃棄物の分別解体や法令の遵守など、現場監

視や指導の徹底に取り組みます。 

建築指導課 

８ 
建設副産物の再資源

化 

公共事業（建設・解体工事）において発生するコ

ンクリート塊など建設副産物について、県の指針

に基づき、再資源化を図ります。 

公共建築課 

９ 

事業所で発生する再

生資源の資源化への

指導 

事業所で発生する再生資源の適切な処理方法

に関する指導に継続して取り組みます。 
清掃センター 

 

 

■ ■ 食品ロスとは ■ ■ 

 

 

 

 

 

  

「食品ロス」とは、本来食べられるのに捨てられてしまう食品をいいます。食べ物を捨て

ることはもったいないことで、環境にも悪影響を与えてしまいます。 

日本では年間５２２万ｔ（令和２年度推計値）の食品ロスが発生しており、日本人の１人

当たりの食品ロス量は１年で約４１ｋｇとなっています。これは日本人１人当たりが毎日お

茶碗一杯分のご飯を捨てているのと近い量になります。 

食品ロスは大きく分けると、事業活動を伴って発生する「事業系食品ロス」と各家庭から

発生する「家庭系食品ロス」の２つに分けられます。 

出典：農林水産省ホームページ 

食品ロスを減らすためには、家庭で食品ロスが出ないようにするだけでなく、食べ

物を買うお店、食べるお店でも食品ロスを減らすことを意識することが大切です。 

こうした行動は、食料資源の有効利用や地球温暖化の抑制にも繋がります。 
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行動方針３ 廃棄物の適正処理 

 

市内の河川や山林などへのごみの不法投棄や集積所への不適正な排出から、自然環境や生活環境

の保全のため、不法投棄対策を積極的に講じていく必要があります。 

清掃センターや滑川クリーンセンターは、市民生活に不可欠な施設であり、安定した稼働の維持が重

要であることから、機器の保守点検や計画的な改修を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標 目標 

不法投棄防止のための周知啓発人数 
５，０００人 

（２０３０（令和１２）年度） 

清掃センターの延命化 ２０３８（令和２０）年度 

滑川クリーンセンターの長寿命化 ２０２８（令和１０）年度 

※「日立市公共施設マネジメント基本方針」の基本方針期間の方向性 

 

  現状と課題 

  数値目標 

清掃センター 

 

開   設：２００１（平成１３）年３月 

敷地面積：１９，８３１．３２㎡ 

延床面積：１７，８７３．６３㎡ 

処理能力：３００ｔ／日（１００ｔ×３基） 

 

滑川クリーンセンター 

 

開   設：２００８（平成２０）年１１月 

敷地面積：１，５３７．７３㎡ 

延床面積：５４３．４４㎡ 

処理能力：１３㎘／日 

ごみ処理施設 し尿処理施設 
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■適正な廃棄物処理の推進 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
不法投棄の未然防止

対策の強化 

今後も不法投棄監視員による地域でのパトロー

ル活動の推進を図るとともに、公共施設の所管課

や関係機関との連携、監視カメラ設置による不法

投棄の防止対策に努めます。 

清掃センター 

２ 
清掃センターの維持

管理 

２０３８（令和２０）年度までの運用を目指し、各

施設の定期的な点検や計画的な修繕等により、適

正な維持管理を図ります。 

清掃センター 

３ 
滑川クリーンセンター

の維持管理 

機能維持を保ちつつ長寿命化を図るため、中長

期的な状態を予測しながら、計画的な設備改修を

進めます。 

環境衛生課 

 

 

 

 

 

  

  市の取組 

環境を考えるポスター展作品 
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  環境目標 4 に関する各主体の取組 

 市 民 

🌸ごみのポイ捨てはやめましょう。 

🌸燃えるごみや不燃ごみ、再生資源は適切に分別して出しましょう。 

🌸買い物の際は、簡易包装商品の選択に努めるとともに、マイバックや 

マイバスケットを持参するなど、レジ袋の利用を控えましょう。 

🌸食材購入や調理方法、献立等の工夫により、家庭から出る調理くずや 

食べ残し等の生ごみを減らしましょう。 

🌸家庭から出る生ごみは、生ごみ処理機器を活用するなど、減量化やリ 

サイクルに努めましょう。 

 事業者 

🌸リサイクルしやすい製品の開発に努めましょう。 

🌸飲食店や調理施設では、メニューや調理方法の工夫により、調理くずや残飯等の生ごみ減量化 

に努めましょう。 

🌸事業系ごみは排出ルールを守り、排出事業者の責任において適切に処理しましょう。 
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環境目標５ 持続可能な環境活動が広がるまち 

次世代を担う子どもたちの環境教育を支援するとともに、市⺠や事業者、各種

団体と行政が一体となり、人と自然が共生していくために、持続可能な環境活動

が広がるまちを目指します。 

 

 

 

 

行動方針１ 環境教育・環境学習の充実 

 

本市では、市内の子どもたちが中心となって行う、自然を守るための実践活動や環境に関する活動

に対して、日立市環境教育基金※を活用した補助事業を行っているほか、市民・事業者・市が一体とな

り、「エコフェスひたち※」を開催し、市民の環境意識の高揚を図っています。 

また、日立市立小・中・義務教育学校・特別支援学校では、総合的な学習の時間や理科で環境をテー

マとした学習を行っており、その際、自ら課題を見つけ、解決する探究活動により、実践的な態度を身

に付けることを重視しています。さらに、市内の小学校４年生を対象に、環境教育の一環として、ごみ

の減量化、資源化に関する市の取組や、基礎知識を学ぶリサイクル読本を配布しています。 

各学校では、実態に応じて、学校花壇や校内ビオトープ※の整備、グリーンカーテン等に取り組んで

おり、児童生徒が学習の成果を発揮し、積極的に環境活動を行っており、小学校では、全校で環境実践

プログラム「キッズミッション」に取り組んでいます。 

豊かな自然環境を守り、私たちの子孫に引き継いでいくためには、様々な機会を通じて環境問題に

ついて学習し、自主的・積極的に環境保全活動に取り組んでいくことが重要であり、特に、次世代を担

う子どもたちへの環境教育は、極めて重要な意義を有します。 

そして、市民一人一人が環境との関係を正しく理解し、日常生活や事業活動において環境に配慮し

た行動を実践していくために、その基盤となる環境教育において、自然環境を大切にしようとする意

識醸成を図る必要があります。引き続き、自然体験や環境についての問題解決活動等を実施し、環境

学習や体験の場・機会を更に充実させていくことが求められます。 

 

    

  現状と課題 

環境教育、 
連携・協働 

関連する 

ＳＤＧｓ 

のゴール 

マイクロ水力発電の可能性調査 

 

環境教育活動の様子 

 

植物の栽培・観察 
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目標指標 基準値 
目標値 

（２０３０年度） 

エコフェスひたち参加者数 
５，０００人 

（２０２１年度） 

７，５００人 

（２０３０年度） 

こどもエコクラブ累計会員数 
７人 

（２０２２年度） 

８７人 

（２０３０年度） 

環境教育活動支援事業補助金活用累計団体数 
２５団体 

（２０２２年度） 

２４０団体 

（２０３０年度） 
 

 

■環境教育・環境学習の推進 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 

環境に関する図書及

び資料の収集、保存、

貸出 

環境に関する図書及び資料の更なる収集、保存、

貸出をするとともに、時節の社会情勢に応じたテ

ーマ展示（例：ＳＤＧｓ、脱炭素等）等を行います。 

各図書館 

２ 
ひたちこどもエコクラ

ブ活動の推進 

子どもたちの環境への関心の芽を育てるため、

ひたちこどもエコクラブによる自然観察会、環境

保全活動、環境に配慮した工場の見学、環境につ

いての学習会などを行います。 

環境都市推進課 

３ 
子どもたちへの環境

教育活動への支援 

次世代を担う子どもたちが中心となって、自然

を守るための実践活動や環境に関する活動を行う

団体に対して補助を行い、環境意識の醸成や、地

域の環境リーダーの育成を図ります。 

環境都市推進課 

４ 
環境を考えるポスタ

ー展の開催 

環境問題への理解を深めるため、小中学生が描

く「環境を考えるポスター展」を開催し、環境保全

の啓発を図ります。 

環境都市推進課 

５ 
学校における環境学

習の推進 

自然体験や社会体験を通じて、環境に対する感

受性を育成するとともに、各教科等と関連させて

環境学習を推進します。 

指導課 

６ 
自然とのふれあいに

よる学習の推進 

学校のビオトープの整備・清掃活動など自然と

のふれあいを通じて、環境の大切さを学ぶ学習を

進めます。 

指導課 

７ 
学校給食における地

場農産物の使用促進 

子どもたちの地場農産物や地域農業への興味・

関心を深めるため、学校給食での地場農産物の使

用を促進します。 

学校給食共同調理場 

 

  数値目標 

  市の取組 
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Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

８ 
ごみ処理施設を活用

した環境学習の推進 

清掃センターに見学者を受け入れ、ごみの減量・

資源化に対する意識付けを図ります。 
清掃センター 

９ 
エコドライブの周知の

実施 

環境に配慮した自動車のエコドライブについて

周知します。 
環境都市推進課 

１０ 

誇れるふるさとのシ

ンボルとしての意識

の醸成 

コミュニティ単位の市民活動や子どもの頃から

桜について学ぶ機会を通じて、地域への愛着や誇

りを生み出し、桜を大切に思う意識の醸成を図り

ます。 

さくら課 

 

■環境意識の高揚 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
エコフェスひたちの

開催 

多くの事業者・団体・学校・行政が参加する、環

境イベント「エコフェスひたち」の開催により、市民

へ広く環境情報を提供し、環境に対する意識の高

揚を図ります。 

環境都市推進課 

２ 
「環境の日」などに合

わせた普及啓発 

６月５日の「環境の日」、６月の「環境月間」等に

合せ、環境保全についての関心と理解を深めるた

めの普及啓発に取り組みます。 

環境都市推進課 

３ 
市報等による啓発の

推進 

市報やホームページ、ケーブルテレビなど様々

な広報媒体を活用して、環境に関する啓発を行い

ます。 

環境都市推進課 

４ 
年次報告書の作成・

公表 

市が行う環境保全施策の実施状況等をとりまと

めた年次報告書を作成し、公表します。 
環境都市推進課 

 

 

 

  

ひたちこどもエコクラブの活動 

 

「エコフェスひたち」の工作ブース 

 

「環境の日」グリーンライトアップ 
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行動方針２ 連携・協働による環境活動の促進 

 

持続可能な社会の構築及び維持には、市民・事業者・市の連携・協働が不可欠であり、互いに協力し

て問題解決していくことが大切です。 

本市では、市民、市民団体、事業者などで構成する「環境を創る日立市民会議」の事業として、自然

観察会などの環境保全活動を行っています。 

また、本市には、かつて地域住民と事業者が一体となって煙害を克服した歴史があり、その歴史的

シンボルであるオオシマザクラを守り育てるとともに、環境教育の場としても活用するため、２００８

（平成２０）年度から、事業者やコミュニティ、学校からなる「鞍掛山さくら１００年委員会」を中心に、事

業者、高校生、市民ボランティアなどと協働し、鞍掛山さくらの山づくり整備活動を行っています。今

後、さくらの山づくりを継続していくためには、コンセプトに賛同し、長期的にさくらを見守り、活動を

継続していくことができる人材の育成が必要となります。 

さらに、２００９（平成２１）年度から、地域住民と市の連携により、久慈川河口の河川敷において菜の

花を栽培する「菜の花エコネットワーク事業」を推進しています。今後も、河川敷の景観向上、不法投棄

の抑止などを図るため、活動を継続する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標指標 基準値 目標値 

地域の桜を守り育てる活動団体数 
１７団体 

（２０２１年度） 

３６団体 

（２０２６年度） 

 

  

  現状と課題 

  数値目標 

久慈川菜の花畑 鞍掛山でのボランティア活動 
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■環境保全活動の推進 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
環境を創る日立市民

会議との協働 

「環境を創る日立市民会議」と協働して、自然観

察会や巨樹・野鳥観察会などを実施し、市民の環

境保全への意識の向上を図ります。 

 

環境都市推進課 

２ 
鞍掛山さくらの山づ

くり整備活動の推進 

日立市さくらのまちづくり推進市民会議の専門

部会である、「鞍掛山さくら１００年委員会」を中心

として、鞍掛山さくらの山づくり整備活動を推進

し、環境保全についても意識醸成を図ります。 

さくら課 

３ 

久慈川菜の花エコネ

ットワーク事業の推

進 

地域住民と市の連携により、「久慈川菜の花エコ

ネットワーク事業」を推進し、河川敷の景観向上や

不法投棄の抑制などを図ります。 

 

資源循環推進課 

４ 

「さくらのまち日立」

の原風景を次の世代

に引き継ぐまちづく

り 

市民・事業者・学校・行政との協働による「さくら

のまちづくり」を推進するため、地域の桜を地域で

守り育てる仕組みづくりと桜の管理、保全活動を

推進します。 

さくら課 

 

■地球温暖化防止活動の推進 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
地球温暖化防止活動

推進員などとの協働 

茨城県地球温暖化防止活動推進員や環境を創

る日立市民会議などと協働して、地球温暖化防止

キャンペーンを行い、市民に節電や省エネを呼び

かけます。 

環境都市推進課 

２ 

脱炭素社会に向けた

全世代型コミュニティ

環境活動の充実 

楽しみながら環境美化について考えるイベント

の開催や、自然環境をいかした地域間の交流な

ど、各コミュニティと連携しながら、全世代参加に

よる環境活動を通し、意識の高揚を図ります。 

コミュニティ推進課 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  市の取組 

スポＧＯＭＩ大会 巨樹観察会 
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環
境
目
標
５ 

行動方針３ 人材の活用・育成 

 

持続可能な社会の実現のため、環境について専門的な知識を持つ人、地域のことをよく知る人、体

験活動や実践活動を指導できる人など、効果的な環境教育を行うことができる人材や団体を活用・育

成し、継続的な活動を支えるため、環境保全活動を担う人材を育てるプログラムや機会を充実し、提供

していくことが必要です。 

地球温暖化による気候変動や生物多様性の損失など、国や地域を超えた喫緊の課題を解決するた

めに、環境負荷の少ないライフスタイルや事業活動などを自主的に実践し、環境の保全と創造の活動

に積極的に取り組める人材の育成を図ります。 

 

 

目標指標 基準値 目標値 

環境保全に関するＮＰＯ法人数 
９法人 

（２０２２年１月） 

１２法人 

（２０３０年度） 

 

 

■人材の活用 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 地域人材の活用 

環境学習等において、環境を創る日立市民会議

委員や茨城県環境アドバイザーなど地域人材の活

用を図ります。 

環境都市推進課 

 

■人材の育成 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

１ 
次世代の担い手の育

成 

子どもたちが環境や自然を学び研究するための

活動を支援することで、次の時代の担い手の育成

を図ります。 

環境都市推進課 

２ 
環境保全活動家など

の育成 

環境教育、観察会等における環境保全活動家

や、地球温暖化対策の推進を図るために積極的に

活動する地球温暖化防止活動推進員などの育成

に努めます。 

環境都市推進課 

３ 
環境情報の収集・発

信 

各種環境情報を収集するほか、最新の環境情報

の提供に努めます。 
環境都市推進課 

 

  現状と課題 

  数値目標 

  市の取組 
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環
境
目
標
５ 

 

 

Ｎｏ 項目 取組事項 担当課 

４ 
環境イベント等の開

催支援 

環境イベント等の開催に協力・支援するととも

に、成果を共有するための機会の充実に努めます。 
環境都市推進課 

５ 顕彰制度の活用 

環境保全活動に貢献している、市民や市内の学

校、団体、事業者等について、県及び関係機関の顕

彰制度に推薦し、環境保全意識の高揚を図ります。 

環境都市推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  環境目標 5 に関する各主体の取組 

 市 民 

🌸「エコフェスひたち」など環境に関するイベントや研修会、講習会等に積極的 

に参加しましょう。 

🌸学校教育におけるビオトープ整備や清掃活動を通じて、環境の大切さを学 

習しましょう。 

🌸環境教育や環境学習を通じて学んだことを、家庭内で実践してみましょう。 

🌸地域の環境美化活動に参加し、活動の輪を広げましょう。 

🌸鞍掛山さくらの山づくり整備活動ボランティアなどボランティア活動に 

参加しましょう。 

🌸子どもたちが中心となって行う環境に関する活動を実践しましょう。 

 事業者 

🌸ボランティアなどへの従業員の参加を奨励しましょう。 

🌸体験型の環境学習機会の創出に努めましょう。 

🌸環境関連の知識や技術を高める研修や講習等を自主的に実施するほか、従業 

員への環境教育や環境学習を充実させましょう。 

🌸事業者は相互に交流・情報交換を行い、環境保全の取組を活性化させましょう。 

🌸自然観察会や環境保全に関する講習会等に積極的に参加しましょう。 

🌸自社で実施している取組事例を紹介したり、施設見学会を開催しましょう。 
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CO2排出量46%削減実現に向けたあらゆる主体との協働 〇 〇

市民・事業者等の行動変容・意識改革の促進 〇 〇

ゼロカーボンシティひたちを実現するための取組の推進 〇 〇

まちなかオアシスの普及推進 〇

クールスポットの紹介 〇 ○

グラウンド芝生化の促進 〇

グリーンカーテン等施設の普及促進

熱中症予防の普及・啓発 〇

感染症の情報提供 〇

防災体制の整備（災害時情報収集･伝達体制の充実） 〇

総合防災マップ（ハザードマップ）の作成・活用 〇

緊急避難施設の確保 〇

避難行動計画（マイタイムライン）の作成 〇

治水対策の推進 〇

大規模盛土造成地の状況調査 〇

気象情報活用の充実 〇 〇

多極ネットワーク型コンパクトシティの実現 〇 〇

公共交通体系の再編と利用者の利便性の向上

交通空白地の地域公共交通の支援

ひたちＢＲＴ自動走行の実証試験への協力 〇

ひたちＢＲＴの延伸整備 〇

ひたちＢＲＴに係る駅周辺地区の歩道整備 〇

幹線道路網の整備・充実

自転車の利用促進

安全な歩道の整備

緑化意識の向上

沿道の植栽等の保全

環境目標1

行動方針1

行動方針2

行動方針3

 

２ 市の取組一覧表 

 

 

 

  

環境目標 行動方針 取組（項目） 新規
ひたち
らしさ

２ 市の取組一覧表 



 

77 
 

第 

１ 

章 

第 

２ 

章 

第 

３ 

章 

第 

４ 

章 

第 

５ 

章 

資 

料 

編 
 

貴重な動植物の生息・生育環境の保全 〇

重要生態系監視地域の保全 〇

生物多様性の保全の取組

法令による適正な地域指定と管理

生存基盤としての農地の保全

自然に配慮した河川整備・管理

有害鳥獣による被害防止対策

貴重な動植物の生息・生育状況の把握・公表

外来種に関する情報提供

動物園の情報発信 〇 〇

動物園教育の普及 〇 〇

自然景観の源となる森林保全

森林の再整備・維持管理

鞍掛山のさくらの山づくり 〇

日立アルプスなどのハイキングコースの整備 〇

公園等の適正管理

海岸清掃の実施 〇

河川の清掃活動等 ○

農業生産基盤の整備 ○

太陽光発電設備の適正な設置及び管理 ○

桜をいかした魅力的な交流拠点の創出 ○ 〇

さくらのまちづくりによる地域の活性化 ○ 〇

都市・農村交流の推進

グリーンツーリズムの推進 〇

豊かな自然をいかした観光誘客の促進 〇 〇

地域の食材を使った観光資源化の促進

地域ブランドのＰＲ

環境目標2

行動方針1

行動方針2

行動方針3

 

 

 

  

環境目標 行動方針 取組（項目） 新規
ひたち
らしさ
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環境に配慮した建設機器等の利用促進

工場・事業所に対する規制・指導（悪臭）

浄化槽（生活排水）からの悪臭の発生抑制

家畜排せつ物法に基づく指導・助言

悪臭防止に関する意識啓発

法律に基づく監視・要請等（騒音・振動）

低騒音舗装の整備等の推進

工場・事業所等に対する規制・指導（騒音・振動）

深夜の騒音に対する規制・指導

行動方針２

事業所等の大気質の監視・観測等

野外焼却に関する指導・啓発

農業に伴う廃棄物の適正処理の周知・指導

光化学スモッグ・微小粒子状物質への対策

事業所等の排水の監視・指導

下水道施設の整備・維持管理

下水道の意識啓発

合併処理浄化槽の設置補助

河川水質の監視・指導

水質に関する意識啓発

工場・事業所に対する指導

土壌汚染の現状把握

ゴルフ場に対する農薬の適正使用の確認・報告

農薬散布における近隣配慮の啓発

化学物質に関する情報の収集・提供

化学物質の監視・観測

有害化学物質の適性使用・管理指導

清掃センターの有害化学物質の測定・施設の適正管理

下水道へ排出される化学物質の適正な管理・監視

清掃センターのごみ質等の測定・施設の適正管理

指定廃棄物への適切な対応

汚染土への対応

空間放射線量率の測定・結果公表

食品等放射能濃度の測定・結果公表

放射線測定器の貸出し

除染に対する市民への支援

行動方針１

環境目標3

 

 

 

 

  

環境目標 行動方針 取組（項目） 新規
ひたち
らしさ
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環境目標 行動方針 取組（項目） 新規
ひたち
らしさ

街区表示板の更新 〇

施設整備時の景観配慮 ○

空き家・空き地に対する適切な管理等の助言・指導

道路や公園の環境美化

「ごみゼロキャンペーン」及び「ひたち・くさゼロ大作戦」の実施 〇

落書き防止対策の推進

環境目標3 行動方針３

環境目標 行動方針 取組（項目） 新規
ひたち
らしさ

再生資源収集システムの見直し

再生資源収集品目の見直し

ごみ等排出困難世帯への支援

ごみを減らす４Ｒ活動の推進 〇

マイバッグ利用の普及啓発

事業者への指導・周知

再生資源拠点回収の充実

家庭用生ごみ処理機器の購入補助

ごみ・資源物の収集の周知徹底

飲食店等による食材のロスや食べ残し削減の推進 〇

民間団体の育成・支援

民間事業者との連携 〇

食品ロス削減の推進 〇

学校給食の残さの資源化

除籍図書のリサイクル図書としての活用 〇

建設発生廃棄物の再資源化等の促進 〇

建設副産物の再資源化

事業所で発生する再生資源の資源化への指導

不法投棄の未然防止対策の強化

清掃センターの維持管理

滑川クリーンセンターの維持管理

環境目標4

行動方針１

行動方針2

行動方針３
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環境に関する図書及び資料の収集、保存、貸出 〇

ひたちこどもエコクラブ活動の推進 ○ 〇

子どもたちへの環境教育活動への支援 ○

環境を考えるポスター展の開催

学校における環境学習の推進

自然とのふれあいによる学習の推進

学校給食における地場農産物の使用促進

ごみ処理施設を活用した環境学習の推進

エコドライブの周知の実施

誇れるふるさとのシンボルとしての意識の醸成 〇 〇

エコフェスひたちの開催 〇

「環境の日」などに合わせた普及啓発

市報等による啓発の推進

年次報告書の作成・公表

環境を創る日立市民会議との協働 〇

鞍掛山さくらの山づくり整備活動の推進 〇

久慈川菜の花エコネットワーク事業の推進 〇

「さくらのまち日立」の原風景を次の世代に引き継ぐまちづくり 〇 〇

地球温暖化防止活動推進員などとの協働

脱炭素社会に向けた全世代型コミュニティ環境活動の充実 〇

地域人材の活用

次世代の担い手の育成

環境保全活動家などの育成

環境情報の収集・発信 〇

環境イベント等の開催支援 〇

顕彰制度の活用

行動方針1

環境目標5

行動方針2

行動方針3

 

 

 

 

環境目標 行動方針 取組（項目） 新規
ひたち
らしさ
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第５章 計画の推進 
１ 計画の推進体制 

本計画の推進にあたっては、庁内関係課所はもとより、市民、市民団体、事業者、関係機関など全て

の主体の連携・協働により推進を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

（１）市民・市民団体・事業者 

市民、市民団体、事業者は、環境の保全と創造に関する市の施策に積極的に参加・協力し、協働を図

りながら推進します。 

 

（２）市（関係課所） 

庁内関係課所は、本計画に掲げられた取組内容を具体化するための実施計画を作成し、環境の保全

と創造に関する各種施策を推進します。 

環境都市推進課は、実施計画を作成し、環境の保全と創造に関する各種施策を推進するとともに、

庁内関係課所の各種施策の進捗状況をとりまとめ、日立市環境審議会に報告します。 

 

（３）日立市環境審議会 

日立市環境審議会は、基本条例第２６条に基づき、環境の保全及び創造に関する基本的事項につい

て調査審議する日立市長の諮問機関であり、市民団体等・事業所の代表者、学識経験者、市議会議員

などで構成されています。 

同審議会では、市の報告を受け本計画の進捗状況を点検・評価するとともに、必要に応じて課題や

取組方針等について提言を行います。  

１ 計画の推進体制 

計画の推進 第５章 
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（４）広域的な連携 

大気汚染や水質汚濁、気候変動による影響への対策など広域的な取組が求められる環境問題の対

応について、国や県、他自治体との連携・協力のもとに広域的な視点に立ち、効果的な施策を展開しま

す。 

 

２ 計画の進行管理 

本計画の進行管理にあたっては、環境マネジメントシステムの考え方に基づき、「計画（ＰＬＡＮ）、実

行（ＤＯ）、点検・評価（ＣＨＥＣＫ）、見直し（ＡＣＴＩＯＮ）」のＰＤＣＡサイクルに則り、計画の進捗状況につ

いて定期的に点検・評価を行い、その結果を取組の見直しなどにフィードバックさせ、継続的な改善を

図るものとします。 

また、市は、計画の進捗状況の点検結果等について、日立市環境審議会へ報告するとともに、施策

改善への反映に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の進行管理 

継続的改善 

実行 

（Ｄｏ） 

・市の取組の実行 

・市民、事業者の環境配慮の 

取組の推進 

策定 

（Ｐｌａｎ） 

・目標、取組などの設定 

・市民、事業者の環境配慮の

取組などの設定 

見直し 

（Ａｃｔｉｏｎ） 

・目標、取組などの見直し 

・必要に応じて計画の見直し 

点検・評価 

（Ｃｈｅｃｋ） 

・計画の進捗状況、取組の 

実施状況などの点検、評価 

・課題の抽出 
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資料編 
 

 

１ 計画策定の経過 

 

年
度 

月日 市民 環境審議会 市議会 市 

令
和
３
年
度 

９月１７日～ 

１１月２日 
●アンケート    

２月１７日   
●環境建設 

委員協議会 
 

２月１８日    

●令和３年度第１回ゼロ 

カーボンシティひたち 

推進本部会議 

令
和
４
年
度 

５月１７日  

●令和４年度 

第１回環境審議会 

●諮問 

  

６月１０日   
●環境建設 

委員協議会 
 

６月２７日    

●令和４年度第１回ゼロ 

カーボンシティひたち 

推進本部会議 

７月１３日  
●令和４年度 

第２回環境審議会 
  

１０月１８日    

●令和４年度第２回ゼロ 

カーボンシティひたち 

推進本部会議 

１１月２日  
●令和４年度 

第３回環境審議会 
  

１１月１８日   
●環境建設 

委員協議会 
 

１２月９日～ 

１２月２３日 

●パブリック

コメント 
   

１月２３日    

●令和４年度第３回ゼロ 

カーボンシティひたち 

推進本部会議 

２月１日  
●令和４年度 

第４回環境審議会 
  

２月１７日   
●環境建設 

委員協議会 
 

２月 21日  ●答申   

３月    ●日立市環境基本計画公表 

 資料編 

１ 計画策定の経過 
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２ 日立市環境審議会委員名簿 

 

区
分 

氏名 所属（職名等） 備考 

市
民
団
体 

大内 正典 環境を創る市民会議 議長  

泉 聡二 日立市コミュニティ推進協議会 会長 副会長 

廣瀬 泰和 赤羽緑地を守る会 会長  

事
業
所 

池辺 明文 ＪＸ金属（株）日立事業所 総務部長  

前島 康 

（武田 太志） 
日立商工会議所 副会頭  

水出 浩司 
（株）日立製作所 

エネルギービジネスユニット日立事業所 総務部長 
 

古賀 寛之 東京ガスネットワーク㈱ 茨城支社 日立支店 共創推進部長  

柏 広和 

（多田 健一） 

東京電力パワーグリッド（株） 

茨城総支社 日立事業所 所長 
 

茅根 謙一 常陸農業協同組合 日立支店長  

学
識
経
験
者 

中廣 一善 日立市医師会 副会長  

小林 薫 茨城大学大学院工学研究科都市システム工学専攻 教授 会長 

石川 祐一 茨城キリスト教大学生活科学学部食物健康科学科 教授   

近藤 識之 弁護士  

井澤 智子 茨城県日立保健所長  

市
議
会
議
員 

青木 俊一 総務産業委員会  

助川 悟 教育福祉委員会  

粕谷 圭 環境建設委員会  

公
募 

福地 美喜 公募選出委員  

冨田 美貴 公募選出委員  

（  ）内は前任者  

２ 日立市環境審議会委員名簿 
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３ 日立市環境基本条例 

 

平成１１年１２月２２日 

条例第１９号 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 環境の保全及び創造に関する施策の基本方針（第７条・第８条） 

第３章 環境の保全及び創造のための基本的施策（第９条―第２５条） 

第４章 環境審議会（第２６条） 

第５章 雑則（第２７条・第２８条） 

附則 

日立市は、阿武隈あぶくま山地と太平洋に囲まれた自然環境に恵まれたまちである。先人たちは、

これらの自然の恵みの下で生活を営み、住みよいまちを築き上げる努力を続けてきた。 

しかしながら、今日の社会経済活動は、利便性の向上と物質的な豊かさをもたらした一方で、資源

やエネルギーを大量に消費することなどにより、環境汚染や自然破壊など環境への影響を増大させ、

人類の生存基盤である地球環境を脅かすまでに至っている。 

私たちは、安全で快適な生活を営むために健全で豊かな環境の恵みを享受する権利を有するとと

もに、その環境を将来の世代に引き継いでいく責務を有する。 

私たちは、生態系の一部として存在し、限りある環境から多くの恵みを受けていることを自覚し、人

と自然との共生を適切に確保するとともに、環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会を構

築していくため、市民、事業者及び市が連携し、協力し合って、良好な環境を創造していく社会を目指

すことを決意し、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の保全及び創造について、基本理念を定め、並びに市、事業者及び市民の責

務を明らかにするとともに、環境の保全及び創造に関する施策の基本となる事項を定めることによ

り、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の市民の

健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 環境への負荷 人の活動により環境に加えられる影響であって、環境の保全上の支障の原因

となるおそれのあるものをいう。 

（２） 地球環境保全 人の活動による地球全体の温暖化又はオゾン層の破壊の進行、海洋の汚染、

野生生物の種の減少その他の地球全体又はその広範な部分の環境に影響を及ぼす事態に係る環

境の保全であって、人類の福祉に貢献するとともに、市民の健康で文化的な生活の確保に寄与す

るものをいう。 

３ 日立市環境基本条例 
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（３） 公害 環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわ

たる大気の汚染、水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。）、土

壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。）及び悪

臭によって、人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な

関係のある動植物及びその生育環境を含む。以下同じ。）に係る被害が生ずることをいう。 

（基本理念） 

第３条 環境の保全及び創造は、現在及び将来の市民が健全で豊かな環境の恵みを享受するとともに、

人類の存続の基盤である限りある環境が将来にわたって維持されるように適切に行われなければ

ならない。 

２ 環境の保全及び創造は、人と自然とが共生できるような多様な自然環境が体系的に保全されるよ

うに行われなければならない。 

３ 環境の保全及び創造は、環境への負荷の少ない持続的な発展が可能な社会が構築されることを目

的として、市、事業者及び市民の公平な役割分担の下に自主的かつ積極的に行われなければならな

い。 

４ 地球環境保全は、市、事業者及び市民が自らの課題であることを認識して、それぞれの事業活動及

び日常生活において積極的に推進されなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、環境の保全及び創造に関

する基本的かつ総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、これに伴って生ずる公害

を防止し、又は自然環境を適正に保全するため、必要な措置を講ずる責務を有する。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、物の製造、加工又は販売その他の事業活動を行うに当たっては、

その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となった場合にその適正な処理が図られるように必

要な措置を講ずる責務を有する。 

３ 前２項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、物の製造、加工又は販売その他の事

業活動を行うに当たっては、その事業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄されること

による環境への負荷の低減に資するように努めるとともに、その事業活動において、再生資源その

他の環境への負荷の低減に資する原材料、役務等を利用するように努めなければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、これに伴う環境

への負荷の低減その他環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環境の保全及び

創造に関する施策に積極的に協力する責務を有する。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、基本理念にのっとり、日常生活に伴う環境への負荷の低減に努めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、市民は、環境の保全及び創造に自ら努めるとともに、市が実施する環境

の保全及び創造に関する施策に積極的に協力する責務を有する。 

第２章 環境の保全及び創造に関する施策の基本方針 

（施策の基本方針） 

第７条 市は、環境の保全及び創造に関する施策を策定し、及び実施するに当たっては、基本理念にの
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っとり、次に掲げる事項を基本として、各種の施策相互の有機的な連携を図りつつ、これを総合的

かつ計画的に行わなければならない。 

（１） 人の健康を保護し、及び生活環境を保全し、並びに自然環境を適正に保全するように、大気、

水、土壌その他の環境の自然的構成要素を良好な状態に保持すること。 

（２） 生態系の多様性の確保、野生生物の種の保存その他の生物の多様性の確保を図るとともに、

森林、緑地、水辺等における多様な自然環境を地域の自然的社会的条件に応じて体系的に保全す

ること。 

（３） 人と自然との豊かな触れ合いを保つとともに、身近な緑や水辺などに恵まれた生活環境の確

保、地域の特性が生かされた良好な景観の形成及び歴史的文化的資源の保全を図ること。 

（４） 資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用及び廃棄物の減量を推進することにより、環境

への負荷の低減を図ること。 

（５） 地球環境保全の推進を図ること。 

（環境基本計画） 

第８条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本となる

計画（以下「環境基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 環境基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１） 環境の保全及び創造に関する総合的かつ長期的な目標及び施策の大綱 

（２） 前号に掲げるもののほか、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、市民の意見を反映することができるように必要な措

置を講ずるものとする。 

４ 市長は、環境基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ日立市環境審議会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

５ 市長は、環境基本計画を定めたときは、速やかに、これを公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、環境基本計画の変更について準用する。 

第３章 環境の保全及び創造のための基本的施策 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第９条 市は、環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、環境の保

全及び創造について配慮しなければならない。 

（規制等の措置） 

第１０条 市は、環境の保全上の支障を防止するため、次に掲げる規制の措置を講ずるものとする。 

（１） 公害を防止するために必要な規制の措置 

（２） 自然環境の適正な保全に支障を及ぼすおそれがある行為に関し、その支障を防止するために

必要な規制の措置 

２ 前項に定めるもののほか、市は、人の健康又は生活環境に係る環境の保全上の支障を防止するた

め、必要な規制及び指導の措置を講ずるように努めなければならない。 

（環境影響評価の推進） 

第１１条 市は、土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を行う事業者が、その事

業の実施に当たりあらかじめその事業に係る環境への影響について自ら適正に調査、予測又は評
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価を行い、その結果に基づき、その事業に係る環境の保全について適正に配慮することを推進する

ため、必要な措置を講ずるものとする。 

（環境の保全に関する協定） 

第１２条 市は、環境の保全上の支障を防止するため、事業者又は開発行為を行おうとする者と環境の

保全に関し必要な協定を締結するように努めるものとする。 

（経済的措置） 

第１３条 市は、事業者及び市民が自ら環境への負荷の低減のための施設の整備その他の環境の保全

及び創造に資する措置をとることを助長するため必要があるときは、適正な助成その他の措置を講

ずるように努めるものとする。 

（環境の保全に関する施設の整備の推進） 

第１４条 市は、環境への負荷の低減のための施設の整備及び公園、緑地その他の快適な生活の確保

のための施設の整備を推進するため、必要な措置を講ずるものとする。 

（資源の循環的な利用等の促進） 

第１５条 市は、資源の循環的な利用、エネルギーの有効利用並びに廃棄物の減量及び適正処理に関し、

必要な措置を講ずるものとする。 

（環境の保全及び創造に関する教育等の推進） 

第１６条 市は、環境の保全及び創造に関する教育、学習の振興並びに広報活動の充実により、事業者

及び市民が環境の保全及び創造についての理解を深めるとともに、これに関する活動を行う意欲

を増進させるため、必要な措置を講ずるものとする。 

（市民等の自発的な活動の促進） 

第１７条 市は、市民、事業者及びこれらの者の組織する民間の団体（以下「市民等」という。）が自発的

に行う緑化活動、再生資源の回収活動その他の環境の保全及び創造に関する活動の促進を図るた

め、必要な措置を講ずるものとする。 

（情報の提供） 

第１８条 市は、前２条に定める事項を推進するため、個人及び法人の権利利益の保護に配慮しつつ環

境の状況並びに環境の保全及び創造に関する活動の事例その他の環境の保全及び創造に関し、必

要な情報を適切に提供するように努めるものとする。 

（調査の実施） 

第１９条 市は、環境の状況の把握、環境の変化の予測に関する調査その他の環境の保全及び創造に

関する施策の策定に必要な調査を実施するものとする。 

（監視等の体制の整備） 

第２０条 市は、環境の状況を把握し、環境の保全及び創造に関する施策を適正に実施するために必

要な監視、測定等の体制の整備に努めるものとする。 

（事業者の環境管理等の促進） 

第２１条 市は、事業者がその事業活動に伴う環境への負荷の低減について効果的に取り組めるよう

に、事業者が自ら行う環境管理（環境の保全及び創造に関する方針の策定、目標の設定、計画の作

成、体制の整備等をいう。）及びこれに関する監査等が促進されるように必要な措置を講ずるもの

とする。 

（市民等の意見の反映） 
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第２２条 市は、環境の保全及び創造に関する施策に、市民等の意見を反映させるために必要な措置

を講ずるものとする。 

（市民等との協力） 

第２３条 市は、市民等と協力して、環境の保全及び創造を推進するために必要な措置を講ずるものと

する。 

（国及び他の地方公共団体との協力） 

第２４条 市は、広域的な取組が必要とされる環境の保全及び創造に関する施策について、国及び他

の地方公共団体と協力して、その推進に努めるものとする。 

（地球環境保全に関する国際協力） 

第２５条 市は、国、他の地方公共団体及び市民等と連携し、地球環境保全に関する国際協力の推進に

努めるものとする。 

第４章 環境審議会 

（環境審議会の設置等） 

第２６条 環境の保全及び創造に関する基本的事項を調査審議するため、日立市環境審議会（以下「審

議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、市長が委嘱又は任命する委員２０人以内をもって組織する。 

３ 審議会の委員の任期は、２年とする。ただし、欠員を生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

４ 審議会は、第１項に規定する調査審議を行うために必要があるときは、関係者の出席を求めて意見

若しくは説明を聴き、又は関係者から資料の提出を求めることができる。 

５ 審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が規則で定める。 

第５章 雑則 

（年次報告） 

第２７条 市長は、環境の状況並びに環境の保全及び創造に関して講じた施策を明らかにした年次報

告書を作成し、これを公表しなければならない。 

（個別条例の制定） 

第２８条 この基本条例の施行に必要な個別条例は、別に定める。 

附 則 抄 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（日立市環境をまもる基本条例の廃止） 

２ 日立市環境をまもる基本条例（昭和４９年条例第１号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際現に日立市公害対策審議会規則（昭和４９年規則第６２号）第２条の規定によ

り委嘱又は任命された日立市公害対策審議会の委員である者は、この条例の施行の日に、第２６条

第２項の規定により、審議会の委員として委嘱又は任命されたものとみなす。この場合において、そ

の委嘱又は任命されたものとみなされる者の任期は、同条第３項の規定にかかわらず、同日におけ

る日立市公害対策審議会規則第３条の規定により委嘱又は任命された日立市公害対策審議会の委

員としての任期の残任期間と同一の期間とする。  
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４ 日立市環境審議会への諮問書 

 

日立市諮問環都第５号 

日立市環 境審議 会 

会長 小 林  薫  殿 

  

本市では、平成３０年３月に「第３次日立市環境基本計画」を策定しましたが、 

この間、環境を取り巻く社会経済情勢や地球環境問題なども大きく変化しており、 

令和２年の国によるカーボンニュートラル宣言以降、地球温暖化対策の推進に関

する法律の改正などにより、地球温暖化対策が大きくクローズアップされており

ます。 

また、本市は、平成１７年に「環境都市・日立」を宣言しておりますが、この宣

言にあらたな命を吹き込むため、本年３月に「ゼロカーボンシティひたち」を表明

したところでございます。 

つきましては、このような環境に関する変化に対応しながら、環境の保全及び創

造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、日立市環境基本条例第８条

第４項の規定に基づき、下記の事項について貴審議会に諮問します。 

 

  令和４年５月１７日 

 

日立市長 小 川  春 樹 

 

記 

 

１ 第４次日立市環境基本計画の策定について 

 

以 上 

 

 

 

 

  

４ 日立市環境審議会への諮問書 
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５ 日立市環境審議会からの答申書 

 

令和５年２月２１日 

  

日立市長 小 川  春 樹 殿 

 

日 立 市 環 境 審 議 会 

会 長   小 林   薫 

 

第４次日立市環境基本計画の策定について（答申） 

 

令和４年５月１７日付け日立市諮問環都第５号で諮問がありました「第４次日立

市環境基本計画の策定について」は、別添「第４次日立市環境基本計画（案）」のと

おり答申します。 

 また、本計画に掲げられている、本市の目指す環境の将来像及び環境目標の達成に

向けて、鋭意、取り組みを推進されますようお願いいたします。 

なお、環境分野の対象は、地球規模の環境問題から、身近な地域の環境問題まで 

を総合的に捉えていくことが求められることから、本計画の実行性を高めるために、

以下の点についてご配慮をお願いします。 

 

記 

 

１ 本計画の目的や内容をわかりやすい形で広く周知し、市民、事業者、市が一体と

なり推進すること。 

２ 本計画に位置付けた施策・事業の推進に当たっては、庁内各部門の連携を強化す

るとともに、横断的かつ効率的な組織体制を構築すること。 

 

以 上 

 

 

 

 

  

５ 日立市環境審議会からの答申書 
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６ 市民・事業者への環境に関するアンケート調査 

（１）目的 

本計画を策定するにあたり、本市の環境の現状や満足度、脱炭素社会の実現に向け取り組みたいこ

と、ＳＤＧｓについてなど、市民や事業者の方から広く意見を伺うため、環境に関するアンケート調査を

実施しました。 

 

（２）調査の対象 

調査名 調査対象 

市民アンケート調査 市内在住の１８歳以上の男女３，０００人（無作為抽出） 

事業者アンケート調査 市内で事業活動を行う事業者２００社（無作為抽出） 

 

（３）調査方法と回収状況 

ア 調査方法：郵送配布・郵送回収による無記名アンケート 

イ 調査期間：２０２１（令和３）年９月１７日（金）～１１月２日（火） 

ウ 回収状況 

調査名 発送数 回収数 回収率 
前回の 

回収率※１ 

市民アンケート調査 ３，０００件 １，４９４件 ４９．８％ ５２．６％※２ 

事業者アンケート調査 ２００件 １２６件 ６３．０％ ７０．０％ 

※１ 前回のアンケート調査は２０１６（平成２８）年９月２３日（金）～１０月２４日（月）に実施。 

※２ 前回の市民アンケート調査の発送数は２，０００件。 

 

（４）調査項目 

調査名 調査項目 

市民アンケート調査 

 回答者の属性 

 生活環境全般について 

 あなたのお住まいの周辺環境について 

 ごみに対する取組について 

 環境保全への取組について 

 国が温室効果ガス排出量を２０３０年度までに２０１３年度と比べて４６％

削減する目標について 

 炭素社会の実現に向け、どのようなことに主に取り組んでいきたいか 

 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）をどのくらい知っているか 

事業者アンケート調査 

 回答者の属性 

 事業所の取組について 

 行政に望む対策や要望等について 

 

６ 市民・事業者への環境に関するアンケート調査 
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44.6 

54.8 

0.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

男

女

無回答 全体 n=1,494

9.8 

12.9 

14.7 

17.3 

21.8 

23.2 

0.5 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

18～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

無回答 全体 n=1,494

66.4 

59.0 

52.4 

50.5 

46.9 

35.5 

31.2 

31.1 

28.1 

26.2 

2.1 

0.6 

52.8 

53.5 

47.0 

34.8 

33.6 

34.5 

24.2 

35.3 

26.1 

22.1 

2.1 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

健康の確保や医療の問題

防災、防犯や交通安全の問題

高齢者や障がい者などの福祉に関する問題

地球規模の環境問題

公害の防止や良好な自然環境の保全などの身近な環境の問題

子供の教育に関する問題

国内の経済問題

食品の安全性の問題

道路、鉄道、港湾、公園などの社会基盤に関する問題

地域振興に関する問題

特にない

無回答
今回調査（R3） n=1,494

前回調査（H28） n=1,052

（５）アンケート調査結果の主な内容 

ア 市民調査 

（ア）回答者の属性 

 

        ・性別 

 

  

 

 

 

        ・年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）重要と考えている社会的問題 

全般的に前回調査より重要と考える数値が高まっており、特に「地球規模の環境問題」は５年前の調

査に比べて１５．７％増で項目中最も増加しており、地球温暖化など地球環境への関心の強まりが表れ

ています。 
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（ウ）環境問題への関心度 

《関心あり》の割合は、「気候変動による異常気象」、「ごみやリサイクル」、「ポイ捨てや不法投棄」、

「水質汚濁」の順に高くなっており、いずれの項目も《関心あり》の割合が９０％以上を占めています。

特に「気候変動による異常気象」は、「非常に関心がある」との割合が５８．２％を占めるなど関心度

が非常に高くなっています。 

一方、「カーボンニュートラルに向けた国の取組」、「脱炭素社会の実現のため自分たちが取り組む

こと」は、「関心がない」の割合がともに約４分の１を占めており、現状では脱炭素化社会に向けた関

心は低い傾向にあります。 

 

《関心あり》   

非
常
に 

関
心
が
あ
る 

関
心
が
あ
る 

関
心
が
な
い 

無
回
答 

 

 

 

 

  

全体 n=1,494

①大気汚染

②水質汚濁

③土壌汚染や地下水汚染

④騒音・振動

⑤悪臭

⑥ごみやリサイクル

⑦ポイ捨てや不法投棄

⑧親しみやすい自然の減少

⑨希少な動植物の減少

⑩環境活動の担い手の減少

⑪気候変動による異常気象

⑫オゾン層の破壊の問題

⑬砂漠化

⑭森林等の減少

⑮温暖化による海面の上昇

⑯海洋汚染の問題

⑰水不足や食料枯渇

⑱エネルギー問題

⑲カーボンニュートラルに向けた
　 国の取組

⑳脱炭素社会の実現のため自分
　 たちが取り組むこと

27.4 

29.1 

24.9 

18.1 

20.0 

33.0 

37.1 

24.6 

16.7 

17.1 

58.2 

34.1 

16.4 

28.3 

44.2 

36.7 

33.6 

39.8 

17.5 

17.7 

62.4 

61.0 

60.1 

61.4 

59.4 

60.4 

56.2 

61.5 

57.5 

61.2 

35.7 

50.8 

52.5 

56.4 

45.5 

52.5 

54.9 

49.5 

50.3 

55.4 

7.7 

7.2 

11.5 

16.5 

16.4 

4.0 

3.9 

10.0 

21.8 

17.3 

4.4 

11.8 

27.1 

11.6 

7.5 

7.9 

7.9 

7.6 

28.3 

23.2 

2.5 

2.7 

3.5 

4.1 

4.2 

2.6 

2.7 

3.9 

4.0 

4.3 

1.7 

3.3 

3.9 

3.7 

2.8 

2.9 

3.6 

3.2 

3.9 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（エ）周辺環境の満足度 

《満足》の合計値は「海や山など自然の豊かさ」８７．５％と最も高く、次いで「日当たり」が８６％と

なっています。本市には６つの海水浴場やハイキングコースなど自然を身近に感じられる環境が整

備されていることもあり、海や山など自然環境の満足度が高くなっています。 

《不満》の合計値は、「空家・空地の管理」が６７．５％で最も高く、次いで「ごみのポイ捨て」が６３．８％

となっており、ともに半数以上の方が不満と回答しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

《満足》 《不満》  

満
足 

や
や
満
足 

や
や
不
満 

不
満 

無
回
答 

全体 n=1,494

①空気のさわやかさ

②川のきれいさ

③静けさ

④海や山など自然の豊かさ

⑤水や水辺とのふれあい

⑥鳥や動物・昆虫などの自然生物
　 とのふれあい

⑦自然景観の美しさ

⑧史跡・名勝

⑨教育・文化的環境

⑩散歩が楽しめる通り

⑪バリアフリー

⑫交通の安全性

⑬日常生活の便利さ

⑭日当たり

⑮自転車・ジョギング走行環境

⑯ゴミのポイ捨て

⑰空家・空地の管理

⑱生活環境全般

30.0 

13.3 

29.5 

32.9 

16.5 

16.6 

18.5 

7.9 

6.8 

14.2 

3.7 

3.7 

10.8 

38.4 

8.4 

4.2 

2.8 

7.2 

56.2 

55.5 

48.3 

54.6 

54.6 

55.4 

54.3 

55.2 

52.6 

42.1 

35.7 

35.9 

43.3 

47.6 

33.7 

29.4 

27.0 

61.4 

10.5 

24.4 

16.1 

8.9 

22.7 

23.2 

21.8 

29.3 

31.2 

33.0 

45.4 

43.2 

30.9 

9.2 

40.6 

45.4 

45.9 

25.1 

1.1 

3.3 

3.8 

0.9 

3.1 

2.3 

2.6 

4.2 

6.0 

7.8 

11.6 

13.9 

12.2 

2.3 

14.1 

18.4 

21.6 

3.5 

2.2 

3.5 

2.3 

2.6 

3.1 

2.6 

2.8 

3.4 

3.5 

2.9 

3.6 

3.3 

2.7 

2.5 

3.1 

2.6 

2.8 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①空気のさわやかさ 
 

②川のきれいさ 
 

③静けさ 
 

④海や山など自然の豊かさ 
 

⑤水や水辺とのふれあい 
 

⑥鳥や動物・昆虫などの自然生物とのふれあい 
 

⑦自然景観の美しさ 
 

⑧史跡・名勝 
 

⑨教育・文化的環境 
 

⑩散歩が楽しめる通り 
 

⑪バリアフリー 
 

⑫交通の安全性 
 

⑬日常生活の便利さ 
 

⑭日当たり 
 

⑮自転車・ジョギング走行環境 
 

⑯ごみのポイ捨て 
 

⑰空き家・空地の管理 
 

⑱生活環境全般 
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（オ）ごみ減量のための実践状況について 

全ての項目が３分の２以上実践されており、ごみ減量のための取組は関心が高い傾向にあります。

しかしながら、「食品ロスを出さない」、「なるべく使い捨てのものは使わない」、「ごみ排出の削減」、

「環境にやさしい原材料を使用した製品やリサイクルしやすい製品などを選んで買う」については、

前回の調査より数値が減少しています。 

 

《実践している》    

常
に
実
践
し
て
い
る 

時
々
実
践
し
て
い
る 

今
は
実
践
し
て
い
な
い

が
今
後
は
実
践
し
た
い 

実
践
す
る
つ
も
り
は
な

い 無
回
答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ減量のための実践状況について 《実践している》前回調査との比較 

 

 

  

全体 n=1,494

87.6 

42.9 

16.4 

63.2 

30.9 

32.3 

9.6 

34.4 

50.7 

24.1 

44.9 

44.5 

1.1 

18.4 

23.4 

4.6 

15.3 

16.1 

0.1 

0.5 

2.6 

2.3 

2.6 

1.3 

1.7 

3.8 

6.9 

5.9 

6.3 

5.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ごみは分別して出す 
 

②食品ロス（何も手がつけられずに捨てられている

食品や食べ残しなど）を出さない 
 

③資源を大切に使うため、なるべく使い捨てのもの

は使わない 
 

④

⑤

⑥ごみとして排出する量を減らす努力をしている 

97.2 

77.3 

67.1 

87.3 

75.8 

76.8 

97.0 

89.3 

74.1 

86.4 

80.7 

81.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ごみは分別して出す

②食品ロス（何も手がつけられずに捨てられている食品

や食べ残しなど）を出さない

③資源を大切に使うため、なるべく使い捨てのものは

使わない

④買い物では商品の過剰な包装は断っている、あるいは

レジ袋をなるべく購入しない（もらわない）

⑤環境に優しい原材料を使用した製品やリサイクルしや

すい製品などを選んで買う（詰め替え商品、再生材を

用いた商品など）

⑥ごみとして排出する量を減らす努力をしている

今回調査（R3） n=1,494

前回調査（H28） n=1,052
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（カ）環境に配慮した住宅設備等の導入意向 

《検討意向》の合計値は、「電気自動車等（ＥＶ、ＦＣＶ等）」「家庭用蓄電池」「ハイブリッドカー（ＨＶ、

ＰＨＶなど）」の順で高くなっており、いずれの項目も半数近くに検討意向があります。 

市が補助対象としている「家庭用燃料電池（エネファーム）」「家庭用蓄電池」について、「すでに設

置・購入している」の割合は３％未満となっていますが、補助等があれば検討したいとの割合は両者

とも半数近くとなっていることから、今後、導入の伸びしろがあると思われます。 

前回の調査と比べ、「家庭用蓄電池」のみ導入に対する検討意向が増加しており、すでに太陽光パ

ネルを設置済みである世帯において、売電価格の低下や省エネルギーの流れ、停電時の非常電源と

して自家消費する傾向が強まっていると考えられます。 

 

 《検討意向》    

す
で
に
設
置
・
購
入
し
て
い

る 検
討
し
て
い
る 

補
助
等
が
あ
れ
ば
検
討
し
た
い 

設
置
・購
入
し
た
い
と
は 

思
わ
な
い 

今
住
ん
で
い
る
家
屋
で
は 

設
置
・
購
入
が
不
可
能
で
あ

る 無
回
答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 n=1,494

①太陽光発電

②太陽熱利用

③小型風力発電

④ハイブリッドカー（ＨＶ、ＰＨＶなど）

⑤電気自動車等（ＥＶ、ＦＣＶ等）

⑥高効率給湯器（エコキュート、エコ
ジョーズなど）

⑦家庭用燃料電池（エネファーム）

⑧家庭用蓄電池

⑨家庭内のエネルギーを見える化
する装置（ＨＥＭＳなど）

⑩雨水貯留タンク

⑪生ごみ処理機器

10.7 

3.8 

0.1 

22.0 

1.4 

28.3 

2.9 

2.7 

3.3 

2.5 

3.5 

2.3 

2.2 

0.6 

9.6 

9.6 

4.8 

3.4 

4.5 

2.7 

3.5 

4.8 

26.2 

28.5 

22.0 

39.7 

49.4 

33.0 

41.6 

48.6 

40.6 

35.1 

42.2 

29.9 

34.7 

44.3 

18.5 

28.2 

16.7 

30.7 

25.4 

33.2 

39.2 

36.0 

28.3 

27.4 

28.7 

6.2 

13.8 

16.9 

14.7 

15.7 

16.6 

10.8 

2.6 

3.3 

4.3 

10.2 

5.2 

3.5 

4.6 

4.1 

4.4 

3.1 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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環境に配慮した住宅設備等の導入意向 《検討意向》前回調査との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（キ）環境問題や環境活動に関して必要な情報が得られているか 

「あまり得られていない」とする回答が６３．５％と最も多く、「全く得られていない」を含めた合計

値では７２．５％と、必要な情報が得られていないとの回答が４分の３近くを占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.6 

23.8 

63.5 

9.0 

2.1 

1.0 

26.4 

58.9 

11.7 

1.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

十分に得られている

だいたい得られている

あまり得られていない

全く得られていない

無回答
今回調査（R3） n=1,494

前回調査（H28） n=1,052

28.5 

30.7 

22.6 

49.3 

59.0 

37.8 

45.0 

53.1 

43.3 

38.6 

47.0 

30.8 

33.0 

22.9 

38.4 

46.1 

47.5 

41.2 

38.2 

46.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

①太陽光発電

②太陽熱利用

③小型風力発電

④ハイブリッドカー（ＨＶ、ＰＨＶなど）

⑤電気自動車等（ＥＶ、ＦＣＶ等）

⑥高効率給湯器（エコキュート、エコジョーズなど）

⑦家庭用燃料電池（エネファーム）

⑧家庭用蓄電池

⑨家庭内のエネルギーを見える化する装置（ＨＥＭＳなど）

⑩雨水貯留タンク

⑪生ごみ処理機器

今回調査（R3） n=1,494

前回調査（H28） n=1,052
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（ク）特に知りたい情報 

「身近な公害に関する情報」が半数近くで最も多く、５年前の調査に比べ、「省エネルギーの方法やご

みの分別の仕方、リサイクルの仕組みなどの『環境に優しい生活』の実践方法に関する情報」が特に増

加（８．１％増加）しました。 

 

  

45.2 

44.8 

37.7 

24.0 

21.4 

11.5 

6.9 

6.0 

5.4 

1.0 

10.1 

2.5 

46.0 

43.8 

29.6 

19.7 

18.1 

10.6 

6.6 

6.4 

5.3 

0.8 

13.6 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

空気や水の汚染状態など、身近な公害に関する情報

身近な気候の特徴や、気象に関する情報

省エネルギーの方法やごみの分別の仕方、リサイクル

の仕組みなどの、「環境に優しい生活」の実践方法に関

する情報

市内の動植物などの自然環境に関する情報

地球温暖化やオゾン層の破壊などの地球環境問題に

関する情報

地域の環境保全活動や市民活動の状況や参加機会に

関する情報

同じ取り組みを行っている人（仲間づくり）

自然観察会や勉強会、講演会に関する情報

専門家などの講師の情報

その他

特にない

無回答
今回調査（R3） n=1,494

前回調査（H28） n=1,052
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（ケ）環境に関する情報を、どのような方法で入手したいか 

情報の入手先で最も多いのは「市の広報や市が発行する環境についての刊行物」、次いで「新聞や

テレビ・ラジオ」となっています。 

前回の調査から最も増加したのは「インターネットによる情報サービス」、次いで「動画などの映像

素材」となっており、若い世代を中心にデジタル媒体での情報提供が求められています。 

 

 

 

 

 

 

  

61.4 

53.2 

38.6 

15.4 

14.7 

12.2 

7.2 

4.8 

4.5 

2.5 

1.3 

4.1 

63.3 

50.3 

30.3 

9.8 

12.3 

4.8 

8.4 

6.9 

4.9 

5.0 

1.1 

4.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

市の広報や市が発行する環境についての刊行物

新聞やテレビ・ラジオ

インターネットによる情報サービス

モバイル端末による情報サービス（アプリ）

行政放送の番組（ＣＡＴＶ、ＦＭ）

動画などの映像素材

環境啓発のイベント

駅や街頭での啓発キャンペーン

観察会や勉強会

著名な講師による講演会

その他

無回答
今回調査（R3） n=1,494

前回調査（H28） n=1,052



 

101 
 

第 

１ 

章 

第 

２ 

章 

第 

３ 

章 

第 

４ 

章 

第 

５ 

章 

資 

料 

編 
 

（コ）国が温室効果ガス排出量を２０３０年度までに２０１３年度と比べて４６％削減する目標につい

て【新規設問】 

温室効果ガス削減の目標値について、「知らない」との割合が約４割を占めており、年齢が低くな

るほど「知らない」の割合が高くなる傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（サ）脱炭素社会の実現に向け、どのようなことに主に取り組んでいきたいか【新規設問】 

取り組んでいきたいものとして、「電気使用量の節約」が５７．０％と最も多く、次いで「廃棄物の排

出削減とリサイクルの推進」２９．１％となっています。 

一方、「電気自動車や省エネ型家電等への買い替え」、「太陽光など再生可能エネルギーの活用」と

いった設備等の導入が必要なものは割合が低い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

58.5 

40.2 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている

知らない

無回答 全体 n=1,494

単位：％

知っている 知らない 無回答

全体 n=1,494 58.5 40.2 1.3

18～29歳 n=146 39.0 59.6 1.4

30～39歳 n=192 50.0 49.5 0.5

40～49歳 n=219 51.1 48.4 0.5

50～59歳 n=258 58.9 40.3 0.8

60～69歳 n=325 66.2 32.6 1.2

70歳以上 n=346 68.5 28.9 2.6

年
齢
別

57.0 

29.1 

24.2 

22.7 

17.4 

17.2 

13.1 

1.2 

2.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

電気使用量の節約

廃棄物の排出削減とリサイクルの推進

環境に配慮した製品等の購入や使用

燃料使用の節約

電気自動車や省エネ型家電等への買い替え

太陽光など再生可能エネルギーの活用

水道など省資源の推進

その他

無回答 全体 n=1,494
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（シ）ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）をどのくらい知っているか【新規設問】 

ＳＤＧｓについて内容を認知している割合は３５．３％と約３分の１程度となっている一方、内容を

認知していない割合は６１．７％と半数以上は認知していないという結果となりました。 

認知していても取り組んでいる割合は７％と１割に満たず、現状ＳＤＧｓへの関心は低い傾向にあ

ります。 

 

  

7.0 

28.3 

33.3 

28.4 

3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ＳＤＧｓについて、知っており既に取組をしている

ＳＤＧｓについて、内容は知っているが特に取組

はしていない

ＳＤＧｓという言葉を聞いたことはあるが、内容は

詳しく知らない

ＳＤＧｓについて、全く知らない

無回答 全体 n=1,494
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0.0 

0.0 

11.9 

17.5 

0.8 

3.2 

3.2 

0.8 

1.6 

18.3 

2.4 

6.3 

7.1 

4.8 

14.3 

6.3 

1.6 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

農林水産業

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸業

情報通信業

金融・保険業

不動産業

卸売業・小売業

飲食業

宿泊業

医療・福祉

教育・学習支援業

サービス業

その他

無回答 全体 n=126

37.3 

15.9 

12.7 

15.9 

4.0 

4.8 

5.6 

4.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事務所

商業施設・店舗

住居併設事務所・店舗

工場

病院

教育施設

その他

無回答 全体 n=126

イ 事業者調査 

（ア）回答者の属性 

 

・業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業形態 
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（イ）環境に配慮した取組の実施状況 

「すでに実施している」の割合は「ごみを分別してリサイクルに取り組んでいる」、「夏場にクールビ

ズを推奨している」、「電気や灯油、重油などを節約して省エネルギーに取り組んでいる」の順に多く

なっており、いずれも７割以上の事業所で実施されています。 

前回の調査と比べると、《検討意向》とするものは、「事業所内で、電気や灯油、重油などを節約し

て省エネルギーに取り組んでいる」が１３．５％、「社員に環境教育を実施している」が１１．３％と特に

増加しています。 

 

 《検討意向》    

す
で
に
実
施
し
て
い
る 

実
施
の
方
向
で
検
討
中 

現
在
、
検
討
中
ま
た
は 

今
後
検
討
し
た
い 

実
施
の
予
定
は
な
い 

当
事
業
所
に
は 

関
連
が
な
い 

無
回
答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 n=126

89.7 

52.4 

65.9 

14.3 

25.4 

1.6 

4.8 

10.3 

1.6 

1.6 

4.8 

4.8 

14.3 

3.2 

7.1 

1.6 

3.2 

6.3 

4.0 

4.0 

1.6 

33.3 

0.8 

75.4 

60.3 

0.8 

1.6 

2.4 

1.6 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①事業所内で、ごみを分別してリサイクルに 

取り組んでいる 

 

②過剰包装を自粛するようにしている 

 

③再生利用品を進んで購入している（再生紙等） 

 

④環境に配慮したリサイクル製品等を 

製造している 
 

⑤環境保全を目的に環境に配慮した製品を 

販売・提供している 
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 《検討意向》    

す
で
に
実
施
し
て
い
る 

実
施
の
方
向
で
検
討
中 

現
在
、
検
討
中
ま
た
は 

今
後
検
討
し
た
い 

実
施
の
予
定
は
な
い 

当
事
業
所
に
は 

関
連
が
な
い 

無
回
答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 n=126

13.5 

73.8 

46.8 

77.8 

62.7 

34.1 

9.5 

13.5 

4.0 

25.4 

7.1 

27.8 

13.5 

3.2 

15.1 

11.9 

11.9 

19.0 

10.3 

20.6 

3.2 

8.7 

1.6 

1.6 

4.0 

4.8 

5.6 

4.8 

2.4 

4.0 

1.6 

2.4 

17.5 

10.3 

14.3 

4.8 

11.1 

26.2 

27.0 

9.5 

7.9 

16.7 

19.8 

28.6 

11.1 

12.7 

17.5 

16.7 

15.9 

7.1 

34.1 

4.0 

13.5 

3.2 

7.9 

21.4 

38.9 

44.4 

15.9 

32.5 

46.0 

27.0 

40.5 

46.0 

34.1 

42.9 

51.6 

52.4 

34.1 

0.8 

4.0 

11.1 

9.5 

16.7 

23.0 

32.5 

68.3 

19.8 

19.8 

10.3 

34.1 

34.1 

27.8 

26.2 

19.8 

17.5 

0.8 

0.8 

0.8 

0.0 

0.0 

0.8 

1.6 

1.6 

0.8 

1.6 

1.6 

0.8 

0.8 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑥太陽光や風力などの自然エネルギーを 

活用している 
 

⑦事業所内で、電気や灯油、重油などを節約して

省エネルギーに取り組んでいる 

 

⑧

 

⑪ハイブリッドカー（ＨＶ、ＰＨＶ等）を導入している 

 

⑫電気自動車等（ＥＶ、ＦＣＶ等）を導入している（フ

ォークリスト等を含む） 

 

⑬

 

⑭

 

⑮地域の環境保全活動に参加している 

 

⑯地域の環境保全活動に資金協力している 

 

⑰社員に環境教育を実施している 

 

⑱ISO14001 を認証取得している 

 

⑲エコアクション 21 を認証取得している 

 

⑳環境配慮の取り組みについての情報や環境保

全に役立つ情報を公表・ＰＲしている 
 

㉑敷地内の透水性舗装化や浸透桝、雨水貯留施

設などを設置している 
 

㉒太陽光利用設備（太陽光発電システムなど）や

太陽熱利用設備（太陽熱温水器など）の導入 

 

㉓可能な限り公共交通を利用している 
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（ウ）環境を保全することと、経済発展や開発との関係について 

「多少は経済性を犠牲にしても取り組まなければならない」、「経済負担のかからない範囲で取り組

めばよい」が共に３３．３％で最も高く、次いで「経済的に余裕がある場合には取り組んでいくべきであ

る」が２７．０％で、５年前の調査より約１０％増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）行政に期待する支援 

行政に期待する支援として、「資金面での支援」が５７．１％で最も高く、次いで「環境に関する情報

の収集・提供」（５１．６％）となっており、補助金や環境関連の情報提供が望まれている傾向にありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

57.1 

51.6 

43.7 

23.0 

19.8 

19.0 

0.8 

7.1 

0.8 

46.4 

48.6 

49.3 

15.0 

7.1 

15.7 

1.4 

12.1 

2.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

資金面での支援

環境に関する情報の収集・提供

環境問題に取り組むための事業所向けガイドの作成

市民や他の事業所と連携するための仕組みづくり

人材の紹介や派遣

環境問題に関する相談窓口の設置

その他

特にない

無回答
今回調査（R3） n=126

前回調査（H28） n=140

1.6 

27.0 

33.3 

33.3 

0.8 

1.6 

2.4 

0.7 

18.6 

39.3 

39.3 

1.4 

0.0 

0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

環境よりも経済発展を優先すべきである

経済的に余裕がある場合には取り組んでいくべきである

多少は経済性を犠牲にしても取り組まなければならない

経済負担のかからない範囲で取り組めばよい

その他

取り組む必要はない

無回答
今回調査（R3） n=126

前回調査（H28） n=140
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７ パブリックコメントの概要 

 

(1) 募集期間 令和4年 12月 9日（金）から令和４年 12月23日（金）までの 15日間 

(2) 募集方法 

第４次日立市環境基本計画(案)を市のホームページに掲載したほか、環境都市推進

課、各支所、各交流センター、図書館の34か所に配架し、配架箇所の回収箱への投

函、持参、郵送、ファックス、電子メールのいずれかにより募集を行った。 

(3) 周知方法 12月 5日号市報、デジタルサイネージ、市ホームページ、ＦＭひたちなど 

(4) 提出数 5人（18件）【提出の内訳】回収箱４人、電子メール１人 

(5) 意見の内訳 

区 分 件 数 意見反映 記載済み 参 考 

第 1章 ―    

第 2章 4件 2 件 1 件 1 件 

第 3章 ―    

第 4章 14 件 3 件 2 件 9 件 

第 5章 ―    

(6) 意見の内容 

資源循環（ごみ） 6 件 
プラごみの回収、４Ｒ運動、廃棄物の適正

処理など 

気象（天気資料、予報） 3 件 気象の特徴、降水量グラフ、予報 

ＣＯ２削減 3件 公共交通機関の利用促進 

自然環境の保全と活用 3件 日立アルプス、最古の地層など 

生態系・生物多様性 2件 茨城県版レッドデータブック 

その他 1件 原子力再稼働アンケート 

 

  

７ パブリックコメントの概要 
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８ 用語解説 

 

【あ行】 

用語 解説 

一酸化炭素（ＣＯ） 

無色・無臭の気体で、水に溶けにくく、木炭・燃料用ガスなどの不完全燃

焼によって発生する。猛毒であり、血液中のヘモグロビンと結合し，その

機能を失わせる。点火すると青い炎を出して燃え二酸化炭素になる。 

一般廃棄物 

家庭から排出される廃棄物と、事業活動に伴って発生するごみのうち、事

務所・商店などから排出される紙ごみや飲食店から排出される生ごみな

どの産業廃棄物以外のごみのこと。 

イノベーション 

革新的なモノ・サービス・システム・ビジネスモデル・組織などによって、従

来の常識がくつがえされるような新たな価値を生み出し、社会全体に大

きな革新をもたらすこと。 

茨城県版レッドデータブック 

茨城県では、希少な野生生物の保護をはじめとする施策を推進するた

め、県内に生息・生育する希少な野生生物の現状を明らかにすることを目

的として、『茨城県版レッドリスト』を作成しており、レッドリストに掲載さ

れた種について，生息状況等をとりまとめて編さんし、茨城県版レッドデ

ータブックとして刊行している。 

ＵＲＬ https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukan 

kyo/shizen/tayousei/redbook/ibaraki_re 

dbook.html 

エコフェスひたち 

企業・団体・学校（約５０団体）による環境活動の報告や環境に関する製品

の紹介など、実験・体験を通して環境について学べるブースが並ぶ、茨城

県内最大級の環境イベント。 

オープンスペース 

大規模なビルやマンションに設けられる空地（くうち：敷地のうち建築物

が建てられていない部分）であって、歩行者用通路や植栽などを整備した

空間のこと。広い意味では、都市における公園・緑地・街路・河川敷・民有

地の空地部分などの建築物に覆われていない空間を総称して「オープン

スペース」と呼ぶ場合もある。 

温室効果ガス 

太陽の光は、地球の大気を通過し、地表面を暖める。暖まった地表面は、

熱を赤外線として宇宙空間へ逃がすが、大気がその熱の一部を吸収す

る。これは、大気中に熱（赤外線）を吸収する性質を持つ「温室効果ガス（Ｇ

ｒｅｅｎｈｏｕｓｅ（グリーンハウス）Ｇａｓ（ガス））」があるため。大気中の温室

効果ガスが増えると、温室効果が強くなり、より地表付近の気温が上が

り、地球温暖化につながる。温室効果ガスには様々なものがあるが、人間

の活動によって増加した主な温室効果ガスには、二酸化炭素（ＣＯ２）やメ

タン（ＣＨ４）、一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）、フロンガスなどがある。 

 

８ 用語解説 

https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/shizen/tayousei/redbook/ibaraki_redbook.html
https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/shizen/tayousei/redbook/ibaraki_redbook.html
https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/shizen/tayousei/redbook/ibaraki_redbook.html
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【か行】 

用語 解説 

カーボンニュートラル 
二酸化炭素排出量と二酸化炭素吸収量の差し引きがゼロ（排出量と吸収

量を均衡させること）の状態。 

外来種 原産地より意図的あるいは偶然に運ばれて、新たな場所に定着した生物種。 

環境を創る日立市民会議 

市民、市民団体、事業者、市が連携・協働して、人と自然との共生が確保さ

れた良好な環境を将来の世代に継承するため、１９７２（昭和４７）年に発

足した「環境を守る日立市民会議」が、１９９０（平成２）年に「環境を創る日

立市民会議」に名称を変更したもの。環境保全活動や地球温暖化対策な

ど様々な活動を行っている。 

管理型最終処分場 

「安定型産業廃棄物」と「有害な産業廃棄物」以外を埋め立てる処分場で

ある。管理型最終処分場は様々な種類の廃棄物を処分するため、廃棄物

から発生する水を外部と遮断する遮水工や、発生した水を処理する水処

理施設を備えている。 

クールスポット 

樹木などによる日陰、散水などによる水分の蒸発、地面に蓄熱により局

所的に形成される場所のこと。森林、公園、など夏の午後に涼しく過ごせ

る場所。 

グリーン購入 

購入の必要性を十分に考慮し、品質や価格だけでなく環境や社会への影

響を考え、環境負荷ができるだけ小さく、かつ社会面に配慮した製品やサ

ービスを、環境負荷の低減や社会的責任に努める事業者から優先して購

入すること。 

グリーンツーリズム 
都市住民が農山漁村に滞在し、地域の自然や文化、人々との交流を楽し

む余暇活動。 

グリーンリカバリー 

新型コロナウイルス感染症の流行で冷え切った世界経済の再起を図るの

に際し、脱炭素社会など環境問題への取組も合わせて行おうとするアフ

ターコロナの政策の一つ。 

光化学オキシダント 

工場の煙や自動車の排気ガスなどに含まれている窒素酸化物（ＮＯｘ）や

炭化水素（ＨＣ）が、太陽からの紫外線を受けて光化学反応を起こし、オゾ

ン、パーオキシアセチルナイトレートが生成され、これらの酸化力の強い物

質を総称して、オキシダントあるいは光化学オキシダントという。また、こ

れらの物質からできたスモッグを光化学スモッグという。 

 

【さ行】 

用語 解説 

再生可能エネルギー 
石油や石炭、天然ガスなどの化石エネルギーとは違い、太陽光や風力、地

熱といった地球資源の一部など自然界に常に存在するエネルギー。 

資源化量 

資源化したごみの量を言い、具体的には、缶、ビン、ペットボトル、古紙等

を資源化した量、粗大ごみや不燃ごみを処理して回収した鉄やアルミ等の

量、及び、焼却残渣のスラグ等を再利用した量等が挙げられる。 
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用語 解説 

持続可能な社会 

地球環境や自然環境が適切に保全され、将来の世代が必要とするものを

損なうことなく、現在の世代の要求を満たすような開発が行われている

社会のこと。 

省エネルギー 
石油や石炭、天然ガスなど、限りあるエネルギー資源がなくなってしまう

ことを防ぐため、エネルギーを効率よく使うこと。 

生涯学習 

人々が生涯に行うあらゆる学習、すなわち、学校教育、家庭教育、社会教育、

文化活動、スポーツ活動、レクリエーション活動、ボランティア活動、企業内

教育、趣味など様々な場や機会において行う学習の意味で用いられる。 

省資源 
製品の過剰な生産・消費を抑制し、再利用などによって資源の効率的な

利用をはかること。 

生態系 
自然界のある地域に住むすべての生物群集とそれらの生活に関与する環

境要因とを一体として見たもの。エコシステムともいう。 

生物多様性 

生物に関する多様性を示す概念で、生態系、生物群系、または地球全体に

多様な生物が存在していることを指す。生態系の多様性、種多様性、遺伝

的多様性（遺伝子の多様性、種内の多様性とも言う）から構成される。 

 

【た行】 

用語 解説 

地域循環共生圏 

各地域が足もとにある地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社

会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、

環境・経済・社会が統合的に循環し、地域の活力が最大限に発揮されるこ

とを目指す考え方であり、その創造によりＳＤＧｓやＳｏｃｉｅｔｙ５．０の実現

にもつながるもの。 

地球温暖化対策計画 

地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画で、我が国が、２０２１（令

和３）年４月に、２０３０（令和１２）年度において、温室効果ガス４６％削減

（２０１３（平成２５）年度比）を目指すこと、さらに５０％の高みに向けて挑

戦を続けることを表明したことを踏まえ、２０２１（令和３）年１０月２２日

に、２０１６（平成２８）年５月１３日に閣議決定した前回の計画を５年ぶりに

改訂した。改訂された地球温暖化対策計画は、二酸化炭素以外も含む温

室効果ガスの全てを網羅し、新たな２０３０（令和１２）年度目標の裏付けと

なる対策・施策を記載している。 

特定外来生物 

海外起源の外来種で、生態系、人命・身体や農林水産業への被害を及ぼ

す、また、及ぼすおそれがあるものの中から政令で指定されたものをい

う。生存しているものを対象とし、個体だけではなく、卵、種子、器官など

をも含まれ、輸入・栽培・飼育・運搬などが規制される。アライグマ、カミツ

キガメ、ウシガエル、ブルーギル、セアカゴケグモなど１００種以上が指定

されている。 
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【な行】 

用語 解説 

二酸化硫黄（ＳＯ２） 

硫黄や硫黄化合物が燃焼したときに生じる無色で刺激臭のある気体。呼

吸器を強く刺激してぜんそくを起こしたり，酸性雨のもとになるなど公害

の原因物質となる。 

二酸化窒素（ＮＯ２） 
一酸化窒素が酸素に触れると生成する赤褐色の気体。自動車のエンジン

などで副生し，大気汚染の原因となる。 

日本最古の地層 

日立市から常陸太田市にかけての山地で発見された日本で最も古い約５

億年前の地層。古生代の日本の地層の成り立ちを知るうえで極めて貴重

なもので、日立市郷土博物館特別専門員で茨城大学名誉教授の田切美智

雄氏が、２００８（平成２０）年に日立変成岩の一部が約５億６００万年前の

カンブリア紀のものであることを発見・発表した。 

日本の重要湿地 

湿原・干潟等の湿地の減少や劣化に対する国民的な関心の高まり、ラムサ

ール条約における湿地定義の広がりなどを受けて、ラムサール条約登録

に向けた礎とすることや生物多様性の観点から重要な湿地を保全するこ

とを目的に、環境省によって２００１年（平成１３年）１２月に選定された日

本国内の５００箇所の重要な湿地。 

ＵＲＬ https://www.env.go.jp/nature/important_ 

wetland/index.html 

 

【は行】 

用語 解説 

ハザードマップ 
地震・台風・火山噴火などにより発生が予測される被害について，その種

類・場所・危険度などを示した地図。災害予測地図。 

バリアフリー 

障害者を含む高齢者等が、社会生活に参加する上で生活の支障となる物

理的な障害や、精神的な障壁を取り除くための施策、または具体的に障

害を取り除いた事物および状態を指す用語。 

ビオトープ 
動物や植物が恒常的に生活できるように造成または復元された小規模な

生息空間のこと。公園の造成・河川の整備などに取り入れられる。 

日立市環境教育基金 

２００６（平成１８）年に新日鉱ホールディングス株式会社（現ＥＮＥＯＳホー

ルディングス株式会社）１００周年事業の一環として、日立市へ１億円の寄

附があり、これを原資に、「日立市環境都市宣言」及び「日立市環境基本条

例」の基本理念に沿った環境教育事業を推進するため、「日立市環境教育

基金」が設置された。 

ヒートアイランド 

都市部の気温がその周辺の郊外部に比べて高温を示す現象のこと。住民

の健康や生活、自然環境への影響、例えば夏季は熱中症の増加や不快さ

の増大、冬季は感染症を媒介する生物の越冬が可能になることが挙げら

れ、問題視されている。 

https://www.env.go.jp/nature/important_wetland/index.html
https://www.env.go.jp/nature/important_wetland/index.html
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用語 解説 

浮遊粒子状物質（ＳＰ

Ｍ） 

粒子状汚染物質のうち，粒子の直径が１０マイクロメートル以下のもの。慢

性の呼吸器疾患の原因とされる。 

放射線 放射性原子核から放出される粒子あるいは電磁波のこと。 

放射線量 

放射線のエネルギー吸収に関係した量をいうが、広義には照射線量や線

量当量を含む。通常は放射線の吸収エネルギーを物質の質量で除した

量、すなわち吸収線量をいう。 

放射能 
原子核が放射線を放出して、より安定な原子核へと自発的に壊変（崩壊）

する性質のこと。 

 

【ま行】 

用語 解説 

モビリティサービス 
自動車による移動や運搬をスムーズに行うためのサービスのこと。カーシ

ェアリングやライドシェアなど、クラウド上で管理される交通サービス。 

モニタリングサイト 

１０００ 

環境省では、日本の複雑で多様な生態系の劣化をいち早くとらえ、適切

に生物多様性の保全へつなげることを目的として、２００３（平成１５）年に

「モニタリングサイト１０００」事業を開始した。全国に１，０００か所以上の

調査サイトを設置し、１００年以上モニタリングを継続することで、基礎的

な環境情報の収集を長期にわたって継続して、日本の自然環境の質的・

量的な劣化を早期に把握することを目的としている。 

 

ＵＲＬ https://www.biodic.go.jp/moni1000/ 
 

 

【Ａ～Ｚ】 

用語 解説 

ＡＩ 

「Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ」の略称で、人間が持っている、認識や推論

などの能力をコンピューターでも可能にするための技術の総称。人工知

能とも呼ぶ。 

ＢＣＰ 
災害などの緊急事態における企業や団体の事業継続計画（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ 

Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ Ｐｌａｎｎｉｎｇ）のこと。 

ＢＯＤ 

（生物化学的酸素要求量） 

「Ｂｉｏｃｈｅｍｉｃａｌ Ｏｘｙｇｅｎ Ｄｅｍａｎｄ」の略称で、水の汚染を表す指標

のひとつ。好気性微生物が一定時間中に水中の有機物（汚物）を酸化・分

解する際に消費する溶存酸素の量のこと。 

ＣＯＰ 
「締約国会議（Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ ｏｆ ｔｈｅ Ｐａｒｔｉｅｓ）」の略で、「気候変動枠組

条約」の加盟国が、地球温暖化を防ぐための枠組みを議論する国際会議。 

 

  

https://www.biodic.go.jp/moni1000/
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用語 解説 

ＩＣＴ 

「Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」の略称で、

「情報通信技術」の略であり、ＩＴ（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）とほぼ

同義の意味を持つが、コンピューター関連の技術をＩＴ、コンピューター技

術の活用に着目する場合をＩＣＴと、区別して用いる場合もある。国際的に

は、ＩＣＴが定着していることなどから、日本でも近年ＩＣＴがＩＴに代わる言

葉として広まりつつある。 

ＩｏＴ 

「Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ」の略称で、「モノのインターネット」と呼ばれる

こともある。建物、電化製品、自動車、医療機器など、パソコンやサーバー

といったコンピューター以外の多種多様な「モノ」がインターネットに接続

され、相互に情報をやり取りすることを指す。 

ＬＮＧ 

気体である天然ガスを冷却することで液体化したもの。液化天然ガスの

用途としては、輸入量の７割近くが火力発電所の燃料、残り３割強が都市

ガス用として使われている。 

ＰＭ２．５ 

浮遊粒子状物質（直径１０μｍ以下）より小さい粒子で、直径２．５μｍ以

下のものはＰＭ２．５と呼ばれる。通常の浮遊粒子状物質よりも肺の奥ま

で入り込むため、ぜん息や気管支炎を起こす確率が高いとの研究報告が

ある。 

ＰＲＴＲ制度 

人の健康や生態系に有害なおそれのある化学物質が、事業所から環境

（大気、水、土壌）へ排出される量及び廃棄物に含まれて事業所外へ移動

する量を、事業者が自ら把握し国に届け出をし、国は届出データや推計に

基づき、排出量・移動量を集計・公表する制度。２００１（平成１３）年４月か

ら実地されている。 

ＳＮＳ 

「Ｓｏｃｉａｌ Ｎｅｔｗｏｒｋｉｎｇ Ｓｅｒｖｉｃｅ」の略称で、個人間のコミュニケーシ

ョンを促進し、社会的なネットワークの構築を支援する、インターネットを

利用したサービスのこと。趣味、職業、居住地域などを同じくする個人同

士のコミュニティーを容易に構築できる場などを提供する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

令和４年度の「環境を考えるポスター展」に応募のあった２２８点を活用して

「地球」を表現しました。 

 表紙デザインについて 

第４次日立市環境基本計画 

令和５年３月 

 

発行／日立市 

編集／生活環境部 環境都市推進課 

〒317－8601 茨城県日立市助川町１－１－１ 

電話番号 (0294)22－3111（代表） 

E-mail kanto@city.hitachi.lg.jp 

日立市ホームページ 

https://www.city.hitachi.lg.jp/ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 


